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31. 経緯および説明事項の概要

 島根２号炉の⾼経年化技術評価については、2018年2⽉に保安規定変更認可申請を⾏い、第12~第16回の審
査会合において新規制基準適合性審査の影響を受けない範囲の説明を実施。

 その後、2023年2⽉に新規制基準適合性審査の内容を反映した⾼経年化技術評価の補正を⾏い、第30回
（2023年5⽉）の審査会合において、補正の概要および2023年7⽉に補正予定の内容について説明を実施。

 本⽇は、新規制基準適合性審査の内容を反映した⾼経年化技術評価の主な説明事項について説明する。なお、
⾼経年化技術評価のうち、耐震安全性評価および耐津波安全性評価については、新規制基準適合性審査を踏ま
えた基準地震動・基準津波策定後に説明することとしており、全容について説明する。

 経緯

主な経緯 ⽇付 主な内容

保安規定変更認可申請 2018.2.7 ⾼経年化技術評価に係る保安規定変更認可申請
第12回審査会合 2018.3.19 ⾼経年化技術評価に係る概要説明
第13回審査会合 2018.7.4 共通事項および主要６事象に係る説明

第14回審査会合 2018.9.26 主要６事象に係る説明
過去の審査会合に対する指摘事項への回答

第15回審査会合 2018.12.19 過去の審査会合に対する指摘事項への回答
第16回審査会合 2019.2.20 過去の審査会合に対する指摘事項への回答
第26回審査会合 2023.1.19 ⾼経年化技術評価に係る補正の項⽬および補正スケジュールの説明

保安規定変更認可申請（補正） 2023.2.28 ⾼経年化技術評価に係る保安規定変更認可申請（補正）
（新規制基準適合性審査の内容反映）

第30回審査会合 2023.5.11 ⾼経年化技術評価の補正申請に係る概要と今後の補正予定の内容の説明

保安規定変更認可申請（補正） 2023.7.20 ⾼経年化技術評価に係る保安規定変更認可申請（補正）
（新規制基準適合性審査の内容反映）

（⼯事計画認可申請に係る認可） （2023.8.30） （⼯事計画認可申請に係る認可受領）



41. 経緯および説明事項の概要

 新規制基準適合性審査を踏まえ新たに追加した評価対象設備
 新規制基準適合性審査の内容を反映した評価条件、評価結果
 先⾏プラントの審査内容の反映
 新たに⻑期施設管理⽅針として策定する事項

項番号 主な説明事項の概要 該当
ページ

2 低サイクル
疲労

【新たに⻑期施設管理⽅針として策定する事項】
・今後の実績過渡回数が運転開始後60年時点の推定過渡回数を上回らないことを確認することを⻑期施
設管理⽅針として新たに策定する。

6

3 中性⼦照
射脆化

【先⾏プラントの審査内容の反映】
・最も厳しい条件として低温－⾼圧となる耐圧・漏えい試験時の環境条件による評価を追加実施した。

7

【新たに⻑期施設管理⽅針として策定する事項】
・今後の原⼦炉の運転サイクル・照射量を勘案して第3回監視試験の実施計画を策定することを⻑期施設
管理⽅針として新たに策定する。

8

 説明事項の概要
 以下の観点から主な説明事項を抽出した。

 以上を踏まえ、各経年劣化事象に対して抽出された事項は以下のとおり。



51. 経緯および説明事項の概要

章番号 主な説明事項の概要 該当
ページ

4 絶縁特性
低下

【新規制基準適合性審査を踏まえ新たに追加した評価対象設備】
・新規制基準適合性審査を踏まえ事故時環境下に設置される絶縁特性低下の可能性がある機器を評価
対象設備として新たに追加した。

9~16

【新規制基準適合性審査の内容を反映した評価条件、評価結果】
・新規制基準適合性審査において重⼤事故等時の使⽤条件が確定したことから、より厳しい使⽤条件によ
る⻑期健全性評価を追加実施した。

17~34

5

コンクリート
の強度低
下および遮
蔽能⼒低
下

【新規制基準適合性審査を踏まえ新たに追加した評価対象設備】
・新規制基準適合性審査を踏まえ浸⽔防護施設の間接⽀持構造物である機器を評価対象設備（代表
構造物）として新たに追加した。

35~37

【先⾏プラントの審査内容の反映】
・遅延膨張性⾻材による劣化事例が新たな知⾒により指摘され、コンクリート構造物の⻑期健全性を評価
するための診断フローが⽰されていることから、そのフローに基づきアルカリ⾻材反応の潜在性評価を実施した。

38、39

6
６事象以
外の劣化
事象

【新規制基準適合性審査を踏まえ新たに追加した評価対象設備】
・新規制基準適合性審査を踏まえ事故時環境下に設置される気密性低下の可能性がある機器を評価対
象設備として新たに追加した。

40、41

【新規制基準適合性審査の内容を反映した評価条件、評価結果】
・新規制基準適合性審査において新たに重⼤事故等時の使⽤条件が確定したことから、より厳しい使⽤条
件による⻑期健全性評価を追加実施した。

42~49

 説明事項の概要



6２. 低サイクル疲労
2. 1 ⻑期施設管理⽅針

機器名称 施設管理に関する⽅針 実施時期

原⼦炉圧⼒
容器等※1

原⼦炉圧⼒容器等の疲労割れについては、実績過渡回
数の確認を継続的に実施し、運転開始後60年時点の推
定過渡回数を上回らないことを確認する。

中⻑期※2

※1︓疲れ累積係数による低サイクル疲労の評価を実施した全ての機器
※2︓策定後、運転開始後40年時点まで

新たに策定する低サイクル疲労に対する⻑期施設管理⽅針

 低サイクル疲労における実績過渡回数の管理について、新たに⻑期施設管理⽅針として
策定する。

（１）現状
低サイクル疲労評価に⽤いた60年時点の推定過渡回数を実績過渡回数が上回ら

ないことについて社内QMSとして⼿順を定め管理している。
（２）⾒直し後

実績過渡回数の管理は、社内QMSとして⼿順を定めているが、安定運転を継続し
ていく上で重要な管理項⽬であることから、⻑期施設管理⽅針として策定することを今
後の補正申請時に反映する。
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3. 1 耐圧・漏えい試験時における健全性評価結果
 JEAC4206-2007により算出した関連温度（運転開始後60年時点）を踏まえて作成した圧⼒

－温度制限線図を⽤いた健全性評価について、炉⼼臨界時に加え、低温－⾼圧となり最も厳し
い条件となる耐圧・漏えい試験時の条件にて追加評価を実施した。

 中性⼦照射脆化を考慮した運転制限は、遵守可能な圧⼒－温度範囲であるとともに、⼗分な安
全性が確保されていることを確認した。

 耐圧・漏えい試験時の健全性評価については、今後の補正申請時に反映する。

⾦属温度（℃）

内
圧

（
M

Pa
）

原⼦炉圧⼒容器の圧⼒－温度制限線図（運転開始後60年時点）

＊1︓供⽤前の耐圧試験圧⼒の20%（（最⾼使⽤圧⼒8.62MPa）×（供⽤前耐圧1.25倍）×（20%）=2.155MPa）
＊2︓耐圧・漏えい試験時に要求される温度に余裕を⾒込み設定した運⽤上の管理値

内
圧

（
M

Pa
）

⾦属温度（℃）

耐圧・漏えい試験時条件
（38℃*2、 MPa）

炉⼼臨界時 耐圧・漏えい試験時

2.155MPa*1

炉⼼域円筒胴の
線形破壊⼒学に
基づく制限曲線 定格運転圧⼒

起動－定格出⼒運転－停⽌時の
飽和圧⼒－温度線図

炉⼼域円筒胴の
線形破壊⼒学に
基づく制限曲線

定格運転圧⼒

JEAC4206に基づく
運転条件の制限

JEAC4206に基づく
運転条件の制限

2.155MPa*1

3. 中性⼦照射脆化
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新たに策定する中性⼦照射脆化に対する⻑期施設管理⽅針

機器名称 施設管理に関する⽅針 実施時期

容器
（原⼦炉圧⼒容器）

円筒胴（炉⼼領域部）の中性⼦照射脆化については、
今後の原⼦炉の運転サイクル・照射量を勘案して第3回
監視試験の実施計画を策定する。

中⻑期※

※︓策定後、運転開始後40年時点まで

3. 中性⼦照射脆化

3. 2 ⻑期施設管理⽅針
 中性⼦照射脆化における次回（第３回）監視試験の実施計画の策定について、新たに

⻑期施設管理⽅針として策定する。
（１）現状

監視試験については、適切な時期に監視試験⽚を取り出し、監視試験を実施すること
および監視試験の結果に基づき、原⼦炉冷却材温度制限値および上部棚吸収エネル
ギーを評価することを社内QMSに定め管理することとしている。

（２）⾒直し後
監視試験の管理は、社内QMSとして⼿順を定めているが、安定運転を継続していく上

で重要な管理項⽬であり、円筒胴（炉⼼領域部）の中性⼦照射脆化に対しては、今
後も計画的に監視試験を実施して健全性評価の妥当性を確認する必要があることから、
⻑期施設管理⽅針として策定することを今後の補正申請時に反映する。
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 絶縁特性低下に対する評価は、ポンプ、熱交換器、ポンプモータ、容器、配管、
弁、炉内構造物、ケーブル、タービン設備、コンクリート構造物および鉄⾻構造物、
計測制御設備、空調設備、機械設備、電源設備のうち、絶縁特性低下の可能
性のある電気・計装設備を評価対象機器として抽出する。

 本資料では、これらの評価対象機器のうち、環境条件が著しく悪化する設計基
準事故時または重⼤事故等時において機能維持が要求される機器を選定して
評価の詳細を説明する。

 設計基準事故時において機能維持が要求される機器については、JEAG4623-
2018および設置許可基準規則第12条に基づき抽出し、重⼤事故等時におい
て機能維持が要求される機器については、設置許可基準規則第43条に基づき
抽出する。

 抽出した評価対象機器および環境条件が著しく悪化する設計基準事故時また
は重⼤事故等時において機能維持が要求される機器をP10~13に⽰す。

4.1 評価対象機器

４. 絶縁特性低下
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評価対象機器 評価対象部位
環境条件が著しく悪化する環境において機能

維持が要求される機器

設計基準事故時*1 重⼤事故等時*2

ﾎﾟﾝﾌﾟ 往復ﾎﾟﾝﾌﾟ 固定⼦ｺｲﾙおよび⼝出線・接続
部品

ﾎﾟﾝﾌﾟﾓｰﾀ
⾼圧ﾎﾟﾝﾌﾟﾓｰﾀ 固定⼦ｺｲﾙおよび⼝出線・接続

部品 ○ ○

低圧ﾎﾟﾝﾌﾟﾓｰﾀ 固定⼦ｺｲﾙおよび⼝出線・接続
部品

容器 電気ﾍﾟﾈﾄﾚｰｼｮﾝ ｼｰﾙ材、電線、同軸ｹｰﾌﾞﾙ ○ ○

弁 電動弁⽤駆動部
固定⼦ｺｲﾙ、回転⼦ｺｲﾙ、ﾌﾞﾚｰ
ｷ電磁ｺｲﾙおよび⼝出線・接続
部品

○ ○

ｹｰﾌﾞﾙ

⾼圧ｹｰﾌﾞﾙ 絶縁体 ○ ○

低圧ｹｰﾌﾞﾙ 絶縁体 ○ ○

同軸ｹｰﾌﾞﾙ 絶縁体 ○ ○

ｹｰﾌﾞﾙ接続部 絶縁物 ○ ○

４. 絶縁特性低下

4.1 評価対象機器

*1︓実⽤発電⽤原⼦炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則第⼗⼆条（安全施設）第3項の要求を踏まえ選定
*2︓実⽤発電⽤原⼦炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則第四⼗三条（重⼤事故等対処設備）の要求を踏まえ選定

（常設設備）
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評価対象機器 評価対象部位

環境条件が著しく悪化する環境において
機能維持が要求される機器

設計基準事故時*1 重⼤事故等時*2

ﾀｰﾋﾞﾝ設備
ﾀｰﾋﾞﾝ制御装置 固定⼦ｺｲﾙおよび⼝出線・接続部

品

⾮常⽤系ﾀｰﾋﾞﾝ設備 回転⼦ｺｲﾙ、固定⼦ｺｲﾙおよび⼝
出線・接続部品

計測制御設備 計測装置 温度検出器、固定⼦ｺｲﾙ、⼝出
線・接続部品 ○ ○*3

空調設備

ﾌｧﾝ 固定⼦ｺｲﾙ、⼝出線・接続部品

空調機 固定⼦ｺｲﾙ、⼝出線・接続部品

冷凍機 固定⼦ｺｲﾙ、⼝出線・接続部品

ﾀﾞﾝﾊﾟおよび弁 固定⼦ｺｲﾙ、⼝出線・接続部品

４. 絶縁特性低下

4.1 評価対象機器

*1︓実⽤発電⽤原⼦炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則第⼗⼆条（安全施設）第3項の要求を踏まえ選定
*2︓実⽤発電⽤原⼦炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則第四⼗三条（重⼤事故等対処設備）の要求を踏まえ選定

（常設設備）
*3︓定期取替品のため、⾼経年化対策実施ガイドに基づき⾼経年化技術評価の対象外としている。



12

評価対象機器 評価対象部位
環境条件が著しく悪化する環境において機

能維持が要求される機器

設計基準事故時*1 重⼤事故等時*2

機械設備

⾮常⽤ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ機関付属設
備

固定⼦ｺｲﾙ、⼝出線・接続
部品

可燃性ｶﾞｽ濃度制御系設備 固定⼦ｺｲﾙ、⼝出線・接続
部品

燃料取替機 固定⼦ｺｲﾙ、ﾌﾞﾚｰｷ電磁ｺｲﾙ、
⼝出線・接続部品

原⼦炉建物天井ｸﾚｰﾝ
固定⼦ｺｲﾙ、ﾌﾞﾚｰｷ電磁ｺｲﾙ、
⼝出線・接続部品、
ｺｲﾙ(変圧器)

計装⽤圧縮空気系設備 固定⼦ｺｲﾙ、⼝出線・接続
部品

ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ機関付属設備 固定⼦ｺｲﾙ、⼝出線・接続
部品

原⼦炉建物燃料取替階ﾌﾞﾛｰ
ｱｳﾄﾊﾟﾈﾙ閉⽌装置

固定⼦ｺｲﾙ、⼝出線・接続
部品 ○

４. 絶縁特性低下

4.1 評価対象機器

*1︓実⽤発電⽤原⼦炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則第⼗⼆条（安全施設）第3項の要求を踏まえ選定
*2︓実⽤発電⽤原⼦炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則第四⼗三条（重⼤事故等対処設備）の要求を踏まえ選定

（常設設備）
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評価対象機器 評価対象部位
環境条件が著しく悪化する環境において

機能維持が要求される機器

設計基準事故時*1 重⼤事故等時*2

電源設備

⾼圧閉鎖配電盤 ⽀持碍⼦他

動⼒⽤変圧器 ｺｲﾙ他

低圧閉鎖配電盤 絶縁⽀持板他

ｺﾝﾄﾛｰﾙｾﾝﾀ ｺｲﾙ(変圧器)、限流ﾘｱｸﾄﾙおよび
絶縁⽀持板

ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電設備 固定⼦ｺｲﾙ他

ﾊﾞｲﾀﾙ電源⽤CVCF ｺｲﾙ(変圧器)、貫通形計器⽤
変流器

直流電源設備 ｺｲﾙ(変圧器)、計器⽤変圧器

計装⽤変圧器 ｺｲﾙ、ﾀﾞｸﾄｽﾍﾟｰｻ、⽀持碍⼦

計装⽤分電盤および配電盤 ⽀持碍⼦、ｺｲﾙ（変圧器）、計
器⽤変圧器

*1︓実⽤発電⽤原⼦炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則第⼗⼆条（安全施設）第3項の要求を踏まえ選定
*2︓実⽤発電⽤原⼦炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則第四⼗三条（重⼤事故等対処設備）の要求を踏まえ選定

（常設設備）

４. 絶縁特性低下

4.1 評価対象機器
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 評価対象機器のうち環境条件が著しく悪化する環境において機能維持が要求さ
れる機器（⻑期健全性評価の対象機器）については、通常運転期間および事
故時使⽤条件を包絡した⻑期健全性評価により、運転開始後60年時点におい
ても事故時に絶縁性能が維持されることを確認する。

 本資料では、⻑期健全性評価の対象機器から電気・計装設備の動作に共通し
て必要となる電⼒・信号伝達機能を有した以下の機器の評価を代表説明機器
として説明する。

• 難燃PNケーブル
• 難燃FNケーブル
• 核計装⽤電気ペネトレーション

4.2 ⻑期健全性評価の対象機器と代表説明機器

４. 絶縁特性低下

 なお、重⼤事故等時において機能維持が要求される機器の事故時使⽤条件に
ついては、新規制基準適合性審査により新たに確定した重⼤事故等時の最⾼
温度、放射線を踏まえた事故時使⽤条件としている。

 ⻑期健全性評価の対象機器と事故時使⽤条件等についてP15、16に⽰す。
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⻑期健全性評価の対象機器
重要度

設置
箇所

事故時使⽤条件 代表
説明
機器DBA SA 最⾼温度 放射線

(最⼤積算値)

⾼圧ﾎﾟﾝﾌﾟﾓｰﾀ

残留熱除去ﾎﾟﾝﾌﾟﾓｰﾀ MS-1 〇 R/B 100℃ 4.7×102Gy

低圧炉⼼ｽﾌﾟﾚｲﾎﾟﾝﾌﾟﾓｰﾀ MS-1 〇 R/B 100℃ 4.7×102Gy

⾼圧炉⼼ｽﾌﾟﾚｲﾎﾟﾝﾌﾟﾓｰﾀ MS-1 〇 R/B 100℃ 4.7×102Gy

⾼圧ｹｰﾌﾞﾙ ⾼圧難燃CVｹｰﾌﾞﾙ MS-1 〇 R/B 100℃ 1.8×103Gy

低圧ｹｰﾌﾞﾙ

KGBｹｰﾌﾞﾙ MS-1 ー R/B 171℃ 4.5×102Gy

難燃CVｹｰﾌﾞﾙ MS-1 〇 R/B 120℃ 2.8×105Gy

難燃PNｹｰﾌﾞﾙ MS-1 ー PCV 171℃ 2.7×105Gy ○

難燃FNｹｰﾌﾞﾙ MS-1 〇 PCV 200℃ 7.4×105Gy ○

同軸ｹｰﾌﾞﾙ 難燃三重同軸ｹｰﾌﾞﾙ MS-1 〇 PCV 171℃ 2.7×105Gy

ｹｰﾌﾞﾙ接続部

端⼦台接続 MS-1 〇 PCV 171℃ 2.7×105Gy

直ｼﾞｮｲﾝﾄ接続 MS-1 〇 PCV 178℃ 3.6×105Gy

電動弁ｺﾈｸﾀ接続 MS-1 ー R/B 100℃ 1.8×103Gy

同軸ｺﾈｸﾀ接続 MS-1 〇 PCV 171℃ 2.7×105Gy

電動弁⽤駆動部

残留熱除去系炉⽔⼊⼝内側隔離弁⽤駆動部 MS-1 〇 PCV 171℃ 2.7×105Gy

B-RHR熱交海⽔出⼝弁⽤駆動部 MS-1 〇 R/B 171℃ 2.8×105Gy

原⼦炉隔離時冷却系ﾀｰﾋﾞﾝ排気隔離弁⽤駆動部 MS-1 〇 R/B 120℃ 2.8×105Gy

計測装置 主蒸気管周囲温度計測装置 MS-1 ー R/B 171℃ 4.5×102Gy
原⼦炉建物燃料取
替階ﾌﾞﾛｰｱｳﾄﾊﾟﾈﾙ閉
⽌装置

原⼦炉建物燃料取替階ﾌﾞﾛｰｱｳﾄﾊﾟﾈﾙ閉⽌装置 － 〇 R/B 66℃ 4.7×102Gy

︓初回申請から新規制基準適合性審査を踏まえ新たに設置した機器、重⼤事故等時の環境条件追加により⾒直した項⽬を⽰す

４. 絶縁特性低下
4.2 ⻑期健全性評価の対象機器と代表説明機器



16４. 絶縁特性低下

⻑期健全性評価の対象機器

重要度

設置
箇所

事故時使⽤条件 代表
説明
機器

ペネトレーション*1 接続機器*2

DBA SA DBA SA 最⾼温度 放射線
(最⼤積算値)

電気ﾍﾟﾈﾄ
ﾚｰｼｮﾝ

ﾓｼﾞｭｰﾙ型核計装⽤電気ﾍﾟﾈﾄﾚｰ
ｼｮﾝ MS-1 〇 MS-1 〇 PCV 171℃ 2.0×104Gy 〇

ﾓｼﾞｭｰﾙ型⾼圧動⼒⽤電気ﾍﾟﾈﾄ
ﾚｰｼｮﾝ MS-1 〇 PS-3 － PCV 171℃ 1.9×104Gy

ﾓｼﾞｭｰﾙ型制御計測⽤⾼耐熱電
気ﾍﾟﾈﾄﾚｰｼｮﾝ MS-1 〇 － 〇 PCV 178℃ 3.6×105Gy

4.2 ⻑期健全性評価の対象機器と代表説明機器

*1︓原⼦炉格納容器のバウンダリ機能に対する重要度を⽰す
*2︓電気ペネトレーションに接続する機器に対する重要度を⽰す

︓初回申請から新規制基準適合性審査を踏まえ新たに設置した機器、重⼤事故等時の環境条件追加により⾒直した項⽬を⽰す
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4.3 評価⼿法
 代表説明機器の絶縁特性低下に係る⻑期健全性評価は、以下の規格等に基

づき実施する。

４. 絶縁特性低下

【低圧ケーブル（難燃PNケーブル、難燃FNケーブル）】
〇「電気学会技術報告Ⅱ部第139号『原⼦⼒発電所⽤電線・ケーブルの環境試験⽅

法ならびに耐延焼性試験⽅法に関する推奨案』」（以下、 「電気学会推奨案」とい
う。）

〇「原⼦⼒発電所のケーブル経年劣化評価ガイド(JNES-RE-2013-2049)」(以下、
「ACAガイド」という。)

【電気ペネトレーション（モジュール型核計装⽤電気ペネトレーション）】
〇IEEE Std.323-1974「IEEE Standard for Qualifying Class 1E Equipment for 

Nuclear Power Generating Stations」
〇IEEE Std.317-1976「IEEE Standard for Electric Penetration Assemblies in 

Containment Structures for Nuclear Power Generating Stations」
〇IEEE Std.383-1974「IEEE Standard for Type Test of Class 1E Electric Cables, 

Field Splices, and Connections for Nuclear Power Generating Stations」
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No. 部 位 材 料
① 導体 錫ﾒｯｷ軟銅より線
② 絶縁体 難燃ｴﾁﾚﾝﾌﾟﾛﾋﾟﾚﾝｺﾞﾑ
③ 介在物 難燃ｺﾞﾑ、ｼﾞｭｰﾄ
④ 押さえﾃｰﾌﾟ ﾌﾟﾗｽﾁｯｸﾃｰﾌﾟ
⑤ ｼｰｽ 特殊ｸﾛﾛﾌﾟﾚﾝｺﾞﾑ

難燃PNケーブルの構造図
難燃PNケーブル主要部位の使⽤材料

通常運転時 設計基準事故時
設置場所 原⼦炉格納容器内
周囲温度 63℃※（最⾼） 171℃（最⾼）

放射線 1.6×10-1Gy/h※

（最⼤）
2.7×105Gy

（最⼤積算値）
最⾼圧⼒ 14 kPa 0.427MPa

難燃PNケーブル主要部位の使⽤条件

※︓難燃PNケーブルが布設されている原⼦炉格納容器内の実測値。

4.4 代表説明機器の⻑期健全性評価

４. 絶縁特性低下

【ケーブル（難燃PNケーブル）】
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①電気学会推奨案による健全性評価（試験⼿順）

判定 （屈曲浸⽔耐電圧試験）

加速熱劣化 （通常運転期間相当の加速熱劣化）

放射線照射
（通常運転期間相当および設計基準事

故時相当の放射線照射）

事故時雰囲気曝露 （放射線を除く設計基準事故時雰囲気曝
露）

供試ケーブル（新品ケーブル）

難燃PNケーブルの⻑期健全性試験⼿順

4.4 代表説明機器の⻑期健全性評価

４. 絶縁特性低下

【ケーブル（難燃PNケーブル）】
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 試験条件は、 60年間の通常運転期間および設計基準事故時を想定した条件
を包絡しており、60年間の通常運転期間後においても事故時に絶縁性能が維
持されることを確認した。

難燃PNケーブルの⻑期健全性評価試験条件
試験条件 通常運転時および設計基準事故時の環境条件

通常運転
相当

温度 121℃×459時間 63℃

放射線
（積算線量）

1.0×106 Gy 3.6×105 Gy
（8.4×104 Gy（通常時）＋2.7×105 Gy（事故時））

設計基準
事故時雰
囲気相当

放射線
（積算線量）

温度 171℃（最⾼温度） 171℃（最⾼温度）

圧⼒ 0.428MPa（最⾼圧⼒） 0.427MPa（最⾼圧⼒）

難燃PNケーブルの⻑期健全性評価試験結果

対象ケーブル 項⽬ 判定

難燃PNケーブル 屈曲浸⽔耐電圧試験 良

４. 絶縁特性低下

①電気学会推奨案による健全性評価（試験条件、試験結果）
【ケーブル（難燃PNケーブル）】

4.4 代表説明機器の⻑期健全性評価
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②ACAガイドによる健全性評価（試験⼿順）

判定 （耐電圧試験）

熱と放射線による加速同時劣化 （通常運転期間相当の熱・放射線の
加速劣化）

放射線照射 （設計基準事故時相当の放射線照
射）

事故時雰囲気曝露 （放射線を除く設計基準事故時雰囲
気曝露）

供試ケーブル（新品ケーブル）

難燃PNケーブルの⻑期健全性試験⼿順

４. 絶縁特性低下

【ケーブル（難燃PNケーブル）】
4.4 代表説明機器の⻑期健全性評価
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 試験条件は、 37年間の通常運転期間（ACA研究報告書をもとに時間依存データの
重ね合わせ⼿法を⽤いて評価）および設計基準事故時を想定した条件を包絡しており、
37年間の通常運転期間後においても事故時に絶縁性能が維持されることを確認した。

難燃PNケーブルの⻑期健全性評価試験条件

試験条件 通常運転時および設計基準事故時の環境条件

通常運転
相当 温度・放射線 100℃－94.7Gy/h－6,990時間

（集積線量︓661kGy）
温度︓63℃

放射線︓0.152Gy/h

設計基準
事故時雰
囲気相当

温度 171℃（最⾼温度） 171 ℃（最⾼温度）

放射線
（積算線量） 5.0×105 Gy 2.7×105 Gy

圧⼒ 0.427MPa（最⾼圧⼒） 0.427MPa（最⾼圧⼒）

難燃PNケーブルの⻑期健全性評価試験結果

対象ケーブル 項⽬ 判定

難燃PNケーブル 耐電圧試験 良

②ACAガイドによる健全性評価（試験条件、試験結果）

４. 絶縁特性低下

【ケーブル（難燃PNケーブル）】
4.4 代表説明機器の⻑期健全性評価
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③健全性評価結果
 電気学会推奨案およびACAガイドに基づく⻑期安全性試験の結果から、難

燃PNケーブルについては、37年間の通常運転期間後においても事故時に絶
縁性能が維持できることを確認した。

４. 絶縁特性低下

【ケーブル（難燃PNケーブル）】
4.4 代表説明機器の⻑期健全性評価
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No. 部 位 材 料
① 導体 錫ﾒｯｷ軟銅より線
② 絶縁体 ﾌﾛﾝﾚｯｸｽ
③ 介在物 ｴﾁﾚﾝﾌﾟﾛﾋﾟﾚﾝｺﾞﾑ、ｼﾞｭｰﾄ
④ 押さえﾃｰﾌﾟ ﾎﾟﾘｲﾐﾄﾞﾃｰﾌﾟ
⑤ ｼｰｽ 難燃ｸﾛﾛﾌﾟﾚﾝｺﾞﾑ

難燃FNケーブルの構造図
難燃FNケーブル主要部位の使⽤材料

通常運転時 設計基準事故時 重⼤事故等時
設置場所 原⼦炉格納容器内
周囲温度 63℃※（最⾼） 171℃（最⾼） 200℃（最⾼）

放射線 1.6×10-1Gy/h※

（最⼤）
2.7×105Gy

（最⼤積算値）
7.4×105Gy

（最⼤積算値）
最⾼圧⼒ 14 kPa 0.427MPa 0.853MPa

難燃FNケーブル主要部位の使⽤条件

※︓難燃FNケーブルが布設されている原⼦炉格納容器内の実測値。

４. 絶縁特性低下

4.4 代表説明機器の⻑期健全性評価
【ケーブル（難燃FNケーブル）】
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①ACAガイドによる健全性評価（試験⼿順）

判定 （耐電圧試験）

熱と放射線による加速同時劣化 （通常運転期間相当の熱・放射線の加速劣化）

放射線照射 （事故時相当の放射線照射）

事故時雰囲気曝露 （放射線を除く事故時雰囲気曝露）

供試ケーブル（新品ケーブル）

難燃FNケーブルの⻑期健全性試験⼿順

４. 絶縁特性低下

4.4 代表説明機器の⻑期健全性評価
【ケーブル（難燃FNケーブル）】
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①ACAガイドによる健全性評価（試験条件、試験結果）

難燃FNケーブルの⻑期健全性評価試験条件
試験条件 通常運転時および事故時の環境条件

通常運転
相当 温度・放射線 200℃－100Gy/h－約67⽇間 温度︓63℃

放射線︓0.16Gy/h

事故時雰
囲気相当

温度 235℃（最⾼温度） 【設計基準事故時】 【重⼤事故等時】
171℃（最⾼温度） 200℃（最⾼温度）

放射線
（積算線量） 8.0×105 Gy 【設計基準事故時】 【重⼤事故等時】

2.7×105Gy 7.4×105Gy

圧⼒ 0.854MPa（最⾼圧⼒） 【設計基準事故時】 【重⼤事故等時】
0.427MPa（最⾼圧⼒） 0.853MPa（最⾼圧⼒）

難燃FNケーブルの⻑期健全性評価試験結果

対象ケーブル 項⽬ 判定

難燃FNケーブル 耐電圧試験 良

４. 絶縁特性低下

 試験条件は、 60年間の通常運転期間（ACA研究報告書をもとに等価損傷簡易⼿
法を⽤いて評価）および事故時を想定した条件を包絡しており、60年間の通常運転期
間後においても事故時に絶縁性能が維持されることを確認した。

4.4 代表説明機器の⻑期健全性評価
【ケーブル（難燃FNケーブル）】
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No. 部 位 材 料

① 同軸ｹｰﾌﾞﾙ／電線 銅、絶縁物（難燃架橋ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ）
② 気密同軸導体／導体 銅
③ 接続⼦ 銅、銅合⾦、ｸﾛﾒﾙ、ｺﾝｽﾀﾝﾀﾝ、ｱﾙﾒﾙ
④ ｼｰﾙ材 ｴﾎﾟｷｼ樹脂
⑤ ｽﾘｰﾌﾞ 炭素鋼（STS42）
⑥ ｱﾀﾞﾌﾟﾀ 炭素鋼（STS42）
⑦ ﾍｯﾀﾞ ｽﾃﾝﾚｽ鋼（SUS304）
⑧ ﾓｼﾞｭｰﾙﾎﾞﾃﾞｨ ｽﾃﾝﾚｽ鋼（SUS304TP）
⑨ Oﾘﾝｸﾞ ｴﾁﾚﾝﾌﾟﾛﾋﾟﾚﾝｺﾞﾑ
⑩ 取付ﾎﾞﾙﾄ ｽﾃﾝﾚｽ鋼（SUS304）

核計装⽤電気ペネトレーションの構造図 核計装⽤電気ペネトレーション主要部位の使⽤材料

通常運転時 設計基準事故時 重⼤事故等時
設置場所 原⼦炉格納容器内（電気ペネトレーション付近）
周囲温度 50 ℃（最⾼）※1 171 ℃（最⾼） 171 ℃（最⾼）※2

放 射 線 3.3×10-2 Gy/h※1 1.9×104 Gy
（最⼤積算値）

2.0×104 Gy※2

（最⼤積算値）
最⾼圧⼒ 0.014 MPa 0.427MPa 0.427MPa※2

※1︓原⼦炉格納容器内で核計装⽤電気ペネトレーションが設置されている区域の実測値。

核計装⽤電気ペネトレーションの使⽤条件

※2︓重⼤事故等時における原⼦炉格納容器内のモジュール型核計装⽤電気ペネトレーションの動作要求期間が重⼤事故等時初期のみであることを考慮した環境
条件設計値（重要事故シーケンス等における動作要求期間は、1時間未満であり、最⾼温度、最⾼圧⼒については設計基準事故時の条件に包括されること
から保守的に条件を設定し、放射線の最⼤積算値については1時間分の重⼤事故等時の最⼤線量率を包括する条件として設定した。）

４. 絶縁特性低下
4.4 代表説明機器の⻑期健全性評価
【電気ペネトレーション（核計装⽤電気ペネトレーション）】
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①核計装⽤電気ペネトレーションの健全性評価（試験⼿順）

核計装⽤電気ペネトレーションの⻑期健全性試験⼿順

供試体（新品ペネトレーション）

放射線照射 （通常運転期間相当の放射線照射）

熱サイクル試験 （起動停⽌回数相当の熱サイクル）

事故時雰囲気曝露 （放射線を除く事故時雰囲気曝露）

判定 （耐電圧試験）

加速熱劣化1 （通常運転期間相当の加速熱劣化）

加速熱劣化2 （通常運転期間相当の加速熱劣化）

放射線照射 （事故時相当の放射線照射）

４. 絶縁特性低下

4.4 代表説明機器の⻑期健全性評価
【電気ペネトレーション（核計装⽤電気ペネトレーション）】
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①核計装⽤電気ペネトレーションの健全性評価（試験条件、試験結果）
 試験条件は、60年間の通常運転期間および事故時条件を想定した条件を包絡しており、

60年間の通常運転期間後においても事故時に絶縁性能が維持されることを確認した。
核計装⽤電気ペネトレーションの⻑期健全性試験条件

試験項⽬ 試験条件 60年間の通常運転および事故時条件
熱サイクル試験 10℃⇔66℃/180サイクル 111回

加速熱劣化※ 加速熱劣化1（40年相当）︓115℃×75⽇間
加速熱劣化2（20年相当）︓115℃×38⽇間 通常運転時周囲温度最⾼値（50℃）

放射線
（通常時＋
事故時）

5.0×104Gy
【設計基準事故時】

3.7×104Gy（1.8×104（通常時）＋1.9×104（事故時））
【重⼤事故等時】

3.8×104Gy（1.8×104（通常時）＋2.0×104（事故時））
温度 171℃（最⾼温度） 171℃（最⾼温度）
圧⼒ 0.427MPa（最⾼圧⼒） 0.427MPa（最⾼圧⼒）

核計装⽤電気ペネトレーションの⻑期健全性試験結果
項⽬ 結果

耐電圧試験 良

※︓途中の40年相当の加速熱劣化時点での健全性確認のため2回に分けて加速熱劣化を実施

４. 絶縁特性低下

4.4 代表説明機器の⻑期健全性評価
【電気ペネトレーション（核計装⽤電気ペネトレーション）】
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⻑期健全性評価の対象機器 評価⼿法 加速劣化
試験条件

放射線照射
試験条件

事故時雰囲気
暴露試験条件

⾼圧ﾎﾟﾝﾌﾟﾓｰﾀ
残留熱除去ﾎﾟﾝﾌﾟﾓｰﾀ

IEEE 155℃-576h ー* 最⾼温度:100℃低圧炉⼼ｽﾌﾟﾚｲﾎﾟﾝﾌﾟﾓｰﾀ
⾼圧炉⼼ｽﾌﾟﾚｲﾎﾟﾝﾌﾟﾓｰﾀ

⾼圧ｹｰﾌﾞﾙ ⾼圧難燃CVｹｰﾌﾞﾙ 電気学会推奨案 121℃-168h 5.0×105Gy 最⾼温度:171℃

低圧ｹｰﾌﾞﾙ

KGBｹｰﾌﾞﾙ
電気学会推奨案 121℃-168h 7.6×105Gy 最⾼温度:171℃

ACAｶﾞｲﾄﾞ 100℃-99.7Gy/h-
6,241h 5.0×105Gy 最⾼温度:171℃

難燃CVｹｰﾌﾞﾙ
電気学会推奨案 121℃-168h 5.0×105Gy 最⾼温度:171℃

ACAｶﾞｲﾄﾞ 100℃-99.3Gy/h-
2,500h 1.0×105Gy 最⾼温度:171℃

同軸ｹｰﾌﾞﾙ 難燃三重同軸ｹｰﾌﾞﾙ
電気学会推奨案 121℃×168h 7.6×105Gy 最⾼温度:171℃

ACAｶﾞｲﾄﾞ 100℃-98.1Gy/h-
7,024h 5.0×105Gy 最⾼温度:171℃

＊︓⻑期健全性試験では放射線照射試験を実施していないが、EPRI⽂献にて⽰されるエポキシ樹脂の放射線の影響が出始めるしきい値
（2×106Gy）に対して実機環境条件の放射線量が⼗分低いことを確認している

４. 絶縁特性低下

4.5 代表説明機器以外の⻑期健全性評価
 代表説明機器以外についても、環境条件が著しく悪化する環境において機能維持が要求

される機器については、代表説明機器と同様に、⻑期健全性評価を実施している。
 以降に⻑期健全性評価に係る試験条件（P.30~31）を⽰す。

⻑期健全性評価に係る試験条件
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⻑期健全性評価の対象機器 評価⼿法 加速劣化
試験条件

放射線照射
試験条件

事故時雰囲気
暴露試験条件

ｹｰﾌﾞﾙ接続部

端⼦台接続 IEEE 123℃×120h 2.0×106Gy 最⾼温度:174℃

直ｼﾞｮｲﾝﾄ接続 IEEE
115℃×10,075h 5.2×105Gy 最⾼温度:171℃
115℃×2,400h 4.6×105Gy 最⾼温度:180℃

電動弁ｺﾈｸﾀ接続 IEEE 138℃×300h 1.0×106Gy 最⾼温度:171℃
同軸ｺﾈｸﾀ接続* IEEE 143℃×168h 2.7×105Gy 最⾼温度:182℃

電動弁⽤駆動部

残留熱除去系炉⽔⼊⼝
内側隔離弁⽤駆動部 IEEE 123℃×120h 2.0×106Gy 最⾼温度:174℃

B-RHR熱交海⽔出⼝弁
⽤駆動部 IEEE 123℃×120h 2.0×106Gy 最⾼温度:174℃

原⼦炉隔離時冷却系ﾀｰ
ﾋﾞﾝ排気隔離弁⽤駆動部 IEEE 123℃×120h 2.0×106Gy 最⾼温度:174℃

計測装置 主蒸気管周囲温度計測
装置 IEEE 180℃×100h 1.0×106Gy 最⾼温度:180℃

電気ﾍﾟﾈﾄﾚｰｼｮﾝ

ﾓｼﾞｭｰﾙ型⾼圧動⼒⽤電
気ﾍﾟﾈﾄﾚｰｼｮﾝ IEEE 125℃×5,472h 5.2×105Gy 最⾼温度:171℃

ﾓｼﾞｭｰﾙ型制御計測⽤⾼
耐熱電気ﾍﾟﾈﾄﾚｰｼｮﾝ IEEE 130℃-100Gy/h-

635h 8.0×105Gy 最⾼温度:240℃

原⼦炉建物燃料
取替階ﾌﾞﾛｰｱｳﾄ
ﾊﾟﾈﾙ閉⽌装置

原⼦炉建物燃料取替階
ﾌﾞﾛｰｱｳﾄﾊﾟﾈﾙ閉⽌装置 IEEE 104℃×600h 2.4×106Gy 最⾼温度:220℃

＊︓初回申請時は実機相当品を⽤いて評価を実施していたが、実機同等品を⽤いた評価に変更

４. 絶縁特性低下
4.5 代表説明機器以外の⻑期健全性評価

︓初回申請から新規制基準適合性審査を踏まえ新たに設置した機器を⽰す

⻑期健全性評価に係る試験条件
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機器・設備 対象設備 評価期間 健全性評価および実機対応状況

低圧ｹｰﾌﾞﾙ KGBｹｰﾌﾞﾙ 49年 運転開始後29年に取替済であり、運転開始から60年間の通
常運転期間および事故時雰囲気において絶縁性能を維持で
きることから、引き続き現状保全を継続する。

難燃PNケーブル 37年 使⽤開始から37年間を経過する前に取替えを⾏うことで、運
転開始から60年間の通常運転および設計基準事故時雰囲
気において絶縁性能を維持できると判断する。

難燃CVケーブル 47年 引き続き現状保全を継続し、評価期間を超えない期間内に取
替えを⾏うことで、運転開始から60年間の通常運転および設
計基準事故時雰囲気において絶縁性能を維持できると判断
する。

ｹｰﾌﾞﾙ接続部 端⼦台接続
（原⼦炉格納
容器内仕様）

25年 10定期事業者検査の周期で取替を実施しており、今後も評
価期間を超えない期間内に取替えを⾏うことで、運転開始から
60年間の通常運転および設計基準事故時雰囲気において絶
縁性能を維持できると判断する。

電気ﾍﾟﾈﾄﾚｰｼｮﾝ ﾓｼﾞｭｰﾙ型制御計測⽤⾼
耐熱電気ﾍﾟﾈﾄﾚｰｼｮﾝ

30年 運転開始後34年⽬に新規設置予定であり、運転開始から60
年間の通常運転期間および事故時雰囲気において絶縁性能
を維持できることから、引き続き現状保全を継続する。

４. 絶縁特性低下

4.6 ⻑期健全性評価まとめ
 ⻑期健全性評価を踏まえた評価結果のうち、評価期間が60年未満の機器について、これ

までの取替実績および現状保全から運転開始から60年間の通常運転期間および事故時
雰囲気において絶縁性能を維持できると評価している。
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（１）現状保全
絶縁特性低下に対しては、系統機器の点検時に絶縁抵抗測定および機器の動作試験

を実施し、健全性を確認している。
なお、点検で有意な絶縁特性低下が認められた場合には、取替えを⾏うこととしている。

（２）総合評価
各評価対象機器の⻑期健全性評価結果において、評価期間60年未満となる機器が確

認されたが、取替実績または設置予定時期を踏まえて適切な時期に取替を⾏うこと、また、
引き続き現状保全を継続することで、運転開始から60年間の通常運転期間および事故時
雰囲気において絶縁性能を維持できると判断する。

（３）⾼経年化への対応
設計基準事故時雰囲気において機能要求される難燃PNケーブルの絶縁体の絶縁特性

低下については、 37年間を経過するまでに取替えることにより、運転開始から60年間の通
常運転期間および事故時雰囲気において絶縁性能を維持する、または、実機同等品を⽤
いて60年間の通常運転および設計基準事故時雰囲気による劣化を考慮した事故時耐環
境性能に関する再評価を実施することにより、運転開始から60年間の通常運転期間およ
び事故時雰囲気において絶縁性能が維持できることを確認する。

そのほかの評価対象機器の絶縁体の絶縁特性低下に対しては、⾼経年化対策の観点か
ら現状の保全内容に追加すべき項⽬はない。引き続き、現状保全を継続していく。

４. 絶縁特性低下

4.6 ⻑期健全性評価まとめ
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No. 施設管理の項⽬ 実施時期 備考

１

○ケーブル（難燃PNケーブル）の絶縁特性低下
事故時雰囲気内で機能要求されるケーブル（難燃PNケーブ
ル）の絶縁特性低下については、評価寿命までの取替または
型式等が同⼀の実機同等品を⽤いて60年間の通常運転お
よび事故時雰囲気による劣化を考慮した事故時耐環境性能
に関する再評価を実施する。

中⻑期※ －

2

○ケーブル接続部（同軸コネクタ）の絶縁特性低下
事故時雰囲気内で機能要求されるケーブル接続部（同軸コ
ネクタ︓ポリエーテルエーテルケトン）の絶縁特性低下について
は、型式等が同⼀の実機同等品を⽤いて60年間の通常運
転および事故時雰囲気による劣化を考慮した事故時耐環境
性能に関する再評価を実施する。

中⻑期※

実機同等品の試験結果を⽤
いて60年間の通常運転およ
び事故時雰囲気による劣化を
考慮した事故時耐環境性能
に対する健全性を確認したた
め、⻑期施設管理⽅針から取
下げた。

※︓2019年2⽉10⽇から10年間

 ケーブル接続部の絶縁特性低下（No.2）について、初回申請時には実機同等品の試験結果を有し
ていなかったため、⻑期施設管理⽅針としていたが、その後、実機同等品の試験結果を⽤いて60年間
の通常運転および事故時雰囲気による劣化を考慮した事故時耐環境性能に対する健全性を確認し
たことから、補正時（2023年2⽉28⽇）では⻑期施設管理⽅針から取り下げた。

4.7 ⻑期施設管理⽅針

４. 絶縁特性低下

︓2023年2⽉28⽇に取下げた⻑期施設管理⽅針

 ケーブル（難燃PNケーブル）の絶縁特性低下（No.1）について、評価寿命までの取替または型式
等が同⼀の実機同等品を⽤いて60年間の通常運転および事故時雰囲気による劣化を考慮した事故
時耐環境性能に関する再評価を実施することを⻑期施設管理⽅針とした。
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対象構造物
（ｺﾝｸﾘｰﾄ構造物）

使⽤条件等
選
定 選定理由運転開始後

経過年数*3
⾼温部
の有無

放射線
の有無

振動の
有無

設置環境 供給
塩化物量屋内 屋外

取⽔構造物 29年 ― ― ― 仕上げ無し*1 ○
(海⽔と接触)

１号機取⽔槽北側壁 43年 ― ― ― 仕上げ無し ○
(海⽔と接触) ◎

供給塩化物量の影響
(運転開始後経過年数、
Sクラスの⽀持構造物)

漂流防⽌装置基礎
（荷揚護岸）

43年
0年*2 ― ― ― 仕上げ無し*1 ○

(海⽔と接触)

コンクリート構造物（供給塩化物量の影響⼤）における代表構造物選定結果

5.1 コンクリート構造物における代表構造物の選定結果
新規制基準適合性審査により、評価対象設備として浸⽔防護施設に属する構造物および常設重⼤

事故等対処設備に属する構築物等を追加し、健全性評価を反映。
コンクリート構造物のうち供給塩化物量の影響が⼤きい対象構造物について、１号機取⽔槽北側壁

および漂流防⽌装置基礎（荷揚護岸）を追加。
運転開始後経過年数およびＳクラスの⽀持構造物であることを考慮して、１号機取⽔槽北側壁を代

表構造物に選定。

*1︓他の屋外で仕上げがない構造物で代表させる。
*2︓既に設置されているが、使⽤前事業者検査の合格をもって使⽤開始とする。
*3︓2018年2⽉10⽇時点での経過年数を⽰す。

︓グループ内代表構造物とする使⽤条件等

【凡例】
○︓影響⼤
―︓影響極⼩、または無し



36

（１）中性化による強度低下に関する健全性評価結果

評価点
調査時点の中性化深さ

運転開始60年時点の
中性化深さ*1

鉄筋が腐⾷し始める
時点の中性化深さ*2調査時期

(経過年数)
実測値

(最⼤値)

１号機取⽔槽北
側壁
気中帯

2011年
(37年)

3.05
（4.5）

4.35
（ t式） 6.6

*1︓岸⾕式、森永式および中性化深さの実測値に基づく√ｔ式による評価結果のうち最⼤値を記載
*2︓かぶり厚さから評価した値

運転開始後60年後時点と鉄筋が腐⾷し始める時点の中性化深さの⽐較 （単位︓cm）

また、定期的に⽬視点検を実施しているが、中性化による鉄筋腐⾷に起因する有害なひび割れ等
は確認されていない。

５. コンクリートの強度低下および遮蔽能⼒低下

5.2 代表構造物の技術評価

運転開始後60年経過時点における中性化深さは、鉄筋が腐⾷し始める時点の中性化深さを⼗
分に下回っており、健全性評価上問題とならない。
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（２）塩分浸透による強度低下に関する健全性評価結果

評価点 調査時期
（経過年数）

鉄筋位置での
塩化物ｲｵﾝ濃度

（％）

鉄筋の腐⾷減量（×10-4 g/cm2）

調査時点 運転開始後60
年時点

かぶりｺﾝｸﾘｰﾄに
ひ び 割 れ が 発
⽣する時点

１号機
取⽔槽
北側壁

気中帯 2011年
（37年）

0.18
（3.79）* 9.9 31.6 69.2

⼲満帯 2011年
（37年）

0.016
（0.35）* 0.0 7.1 69.2

海中帯 2011年
（37年）

0.057
（1.28）* 0.5 3.3 69.2

*︓（ ）内は塩化物イオン量（kg/m3）

運転開始後60年経過時点とかぶりコンクリートにひび割れが発⽣する時点の鉄筋の腐⾷減量の⽐較

また、定期的に⽬視点検を実施しているが、塩分浸透による鉄筋腐⾷に起因する有害なひび割れ等は
確認されていない。

５. コンクリートの強度低下および遮蔽能⼒低下

5.2 代表構造物の技術評価

運転開始後60年経過時点における鉄筋の腐⾷減量は、かぶりコンクリートにひび割れが発⽣する
時点の鉄筋の腐⾷減量を⼗分に下回っており、健全性評価上問題とならない。
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 使⽤開始から40年が経過した制御室建物、1号機取⽔槽北側壁および漂流防⽌装置基礎（荷揚護
岸）に対し、以下のコンクリート構造物のASR診断フローに基づき、ASRの評価を実施した。

・定期的な⽬視点検（左記①③）においてASRに起因するひび割れ等は認められていない
・1984年にモルタルバー法（左記②）により使⽤⾻材は有害でないことを確認

（評価内容）
・進⾏の有無・程度の特定
⇒健全性に影響を与えるような反応性がないことを確認

劣化進⾏段階の評価⽅針

実体顕微鏡による観察（左記④）

実構造物にASRの変状は検出されていないが、運転に伴い
⽣じたASR劣化状況を詳細に確認するため、コアサンプルの
実体顕微鏡観察を実施

評価⽅法の選定プロセスと評価結果の妥当性を確認するた
め、念のため偏光顕微鏡観察による鉱物・岩種の同定や進
⾏段階の確認を実施

（参考）偏光顕微鏡による観察（左記⑥）
（評価内容）
・進⾏の有無・程度の詳細を確認
⇒反応性鉱物の存在を確認したが、健全性に影響を与えるような反応性がないことを確認

潜在膨張性の確認
促進膨張試験
・偏光顕微鏡観察を実施した箇所において、アルカリ溶液浸漬法を実施
⇒判定基準値以下であり、遅延膨張の可能性が低いことを確認。

予備調査

５. コンクリートの強度低下および遮蔽能⼒低下

5.3 使⽤開始から40年以上が経過した建物・構築物のアルカリ⾻材反応の潜在性について
（１）アルカリ⾻材反応（以下、「ASR」という。）の評価⽅針
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（２）評価結果

試験⽅法 評価結果

実体顕微鏡観察 ASR反応性
１号機取⽔槽北側壁（⼲満帯）のみ、粗⾻材（安⼭岩と流紋岩）の⼀
部粒⼦に、淡い反応リムの形成、あるいはわずかなASRゲルの滲出が認められ
たが、進⾏段階が軽微であり、ASRの反応性はないと判断した。

偏光顕微鏡観察

ASR反応性 実体顕微鏡観察と同様の結果が得られた。

ASR反応性
鉱物

ほぼ全ての構造物・対象部位の粗⾻材（安⼭岩および流紋岩）において、
遅延膨張性のASR反応性鉱物（微晶質⽯英、微晶質〜隠微晶質⽯英）
が認められたが、急速膨張性のASR反応性鉱物は認められなかった。

促進膨張試験
（アルカリ溶液浸漬法） 潜在膨張性

判定基準（21⽇で膨張率が0.1%未満）に対し、28⽇浸漬させても最⼤
で0.042%と判定基準以下であり、将来の潜在膨張（急速性および遅延
性）の可能性は低いと判断した。

 劣化進⾏段階の評価としては、実体顕微鏡観察の結果、対象構造物のコンクリートの健全性に影響
を与えるような反応性はないと判断した。また、念のため実施した偏光顕微鏡観察の結果からも同様
の結果が得られ、実体顕微鏡観察の選定プロセスおよび試験結果の妥当性を確認することができた。

 潜在膨張性の確認としては、偏光顕微鏡観察により、粗⾻材から遅延膨張性の反応性鉱物が確認
されたが、促進膨張試験の結果より、将来の潜在膨張（急速性および遅延性）の可能性は低いと
判断した。

5.3 使⽤開始から40年以上が経過した建物・構築物のアルカリ⾻材反応の潜在性について
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6.1 評価対象機器
 島根２号炉は、⾼経年化対策上着⽬すべき経年劣化事象として、６事象以外の劣化事象

（気密性低下）を抽出している。
 ６事象以外の劣化事象（気密性低下）は、電気ペネトレーションのシール材およびOリングの劣

化による気密性の低下が対象事象であるため、新規制基準適合性審査を踏まえ新たに設置され
た機器を含め、事故時に機能維持が要求される電気ペネトレーションを評価対象機器として抽出
している。

評価対象機器 新設／既設
重要度

設置箇所
DBA SA

核計装⽤モジュール型電気ペネトレーション 既設 MS-1 〇

PCV

制御計測⽤モジュール型電気ペネトレーション 既設 MS-1 〇

低圧動⼒⽤モジュール型電気ペネトレーション 既設 MS-1 〇

⾼圧動⼒⽤モジュール型電気ペネトレーション 既設 MS-1 〇

制御計測⽤モジュール型⾼耐熱電気ペネトレーション 新設 MS-1 〇

計測⽤モジュール型MI電気ペネトレーション 新設 MS-1 〇

６. ６事象以外の劣化事象

︓初回申請から新規制基準適合性審査を踏まえ新たに設置した機器を⽰す
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 事故時に機能維持が要求される電気ペネトレーションについては、通常運転期間および事故時使⽤
条件を包絡した⻑期健全性試験により、運転開始後60年時点においても事故時に気密性能が維
持されることを確認する。

 設置箇所、事故時の使⽤条件が同じであることから、本資料では低圧⽤電気ペネトレーションから核
計装⽤モジュール型電気ペネトレーション、⾼耐熱⽤電気ペネトレーションから制御計測⽤モジュール
型⾼耐熱電気ペネトレーションを選定し、代表説明機器として説明する。

 なお、事故時使⽤条件については、新規制基準適合性審査により新たに確定した重⼤事故等時の
最⾼温度、放射線を踏まえ、より厳しい重⼤事故等時の使⽤条件に変更している。

設備・機器 評価対象機器 設置
箇所

事故時使⽤条件 代表
説明
機器

最⾼
温度

放射線
(最⼤積算値)

低圧⽤電気ペ
ネトレーション

核計装⽤モジュール型電気ペネトレーション

PCV

178℃

（設計基準事故
時︓171℃、重⼤事
故等時︓178℃）

3.6×105Gy

（設計基準事故時︓
1.9×104Gy、重⼤事故
等時︓3.6×105Gy）

〇
制御計測⽤モジュール型電気ペネトレーション
低圧動⼒⽤モジュール型電気ペネトレーション

⾼圧⽤電気ペ
ネトレーション ⾼圧動⼒⽤モジュール型電気ペネトレーション

⾼耐熱⽤電気
ペネトレーション

制御計測⽤モジュール型⾼耐熱電気ペネト
レーション 〇

計測⽤モジュール型MI電気ペネトレーション

６. ６事象以外の劣化事象
6.2 代表説明機器
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判定 （リーク量測定等）

熱と放射線による加速同時劣化 （通常運転期間相当の熱・放射線の加速劣化）

放射線照射 （事故時相当の放射線照射）

事故時雰囲気曝露 （放射線を除く事故時雰囲気曝露）

供試体

熱サイクル試験 （起動停⽌回数相当の熱サイクル）

電気ペネトレーションの健全性評価⼿順

６. ６事象以外の劣化事象

 電気ペネトレーションの気密性低下の評価にあたっては、IEEEに⽰される健全性評価⼿
順に基づき実施した⻑期健全性試験の結果等から健全性について評価する。

6.3 評価⼿法



43

低圧⽤電気ペネトレーション主要部位の使⽤材料

No. 部位 材料

① 同軸ｹｰﾌﾞﾙ／電線 銅、絶縁物（難燃架橋ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ）

② 気密同軸導体／導体 銅

③ 接続⼦ 銅、銅合⾦、ｸﾛﾒﾙ、ｺﾝｽﾀﾝﾀﾝ、ｱﾙﾒﾙ

④ ｼｰﾙ材 ｴﾎﾟｷｼ樹脂

⑤ ﾓｼﾞｭｰﾙﾎﾞﾃﾞｨ ｽﾃﾝﾚｽ鋼（SUS304TP）

⑥ Oﾘﾝｸﾞ ｴﾁﾚﾝﾌﾟﾛﾋﾟﾚﾝｺﾞﾑ

低圧⽤電気ペネトレーションの使⽤条件
通常運転時 設計基準事故時 重⼤事故等時

周囲温度 50℃（最⾼）※1 171℃（最⾼） 178℃（最⾼）*2

放射線 3.3×10-2 Gy/h ※1 1.9×104 Gy
（最⼤積算値）

3.6×105 Gy*2

（最⼤積算値）

最⾼圧⼒ 0.014 MPa 0.427 MPa 0.853 MPa*2

低圧⽤電気ペネトレーション構造図

※1︓原⼦炉格納容器内で電気ペネトレーションが設置されている区域の実測値

a部詳細

※2︓絶縁特性低下に対する使⽤条件については、動作要求期間が重⼤事故等時初期にし
ないことを考慮し設定しているが、気密性低下に対する使⽤条件については重⼤事故等
時期間を通して気密性を維持する必要があるため、同じ機器に対する評価であるが絶縁
特性低下に対する使⽤条件について異なる数値を設定している。

６. ６事象以外の劣化事象
6.4 代表説明機器の⻑期健全性評価
【低圧⽤電気ペネトレーション（核計装⽤モジュール型電気ペネトレーション）】
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低圧⽤電気ペネトレーションの⻑期健全性試験⼿順

熱放射線同時劣化

事故時放射線照射

事故時雰囲気曝露

供試体

（通常運転期間相当の加速熱劣化
および放射線照射）

（事故時相当の放射線照射）

（放射線を除く事故時雰囲気曝露）

判 定 （リーク量測定）

熱ｻｲｸﾙ試験 （起動停⽌回数相当の熱サイクル）

６. ６事象以外の劣化事象

 低圧⽤電気ペネトレーションの⻑期健全性確認にあたっては、IEEEに⽰される健全性評
価⼿順に基づき⻑期健全性試験を実施している。

6.4 代表説明機器の⻑期健全性評価
【低圧⽤電気ペネトレーション（核計装⽤モジュール型電気ペネトレーション）】
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試験条件は、60年間の通常運転期間（等価損傷簡易⼿法を⽤いて評価）および
事故時雰囲気を想定した条件を包絡しており、60年間の通常運転期間後においても
事故時に気密性能が維持されることを確認した。

低圧⽤電気ペネトレーションの⻑期健全性試験条件
試験項⽬ 試験条件 60年間の通常運転および事故時条件

熱ｻｲｸﾙ試験 10℃⇔66℃/120ｻｲｸﾙ 111回

熱放射線同時劣化 100℃－100Gy/h－31⽇間
（731時間）

通常運転時間周囲温度最⾼値（50℃）
通常運転時線量積算値（1.8×104 Gy）

事故時放射線照射 4.9×105 Gy 【設計基準事故時】 【重⼤事故等時】
1.9×104Gy 3.6×105 Gy

温度 178℃（最⾼温度） 【設計基準事故時】 【重⼤事故等時】
171℃（最⾼温度） 178℃（最⾼温度）

圧⼒ 0.854MPa（最⾼圧⼒） 【設計基準事故時】 【重⼤事故等時】
0.427MPa（最⾼圧⼒） 0.853MPa（最⾼圧⼒）

低圧⽤電気ペネトレーションの⻑期健全性試験結果
項⽬ 結果

ﾘｰｸ量測定 良

６. ６事象以外の劣化事象

【低圧⽤電気ペネトレーション（核計装⽤モジュール型電気ペネトレーション）】
6.4 代表説明機器の⻑期健全性評価
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⾼耐熱電気ペネトレーション主要部位の使⽤材料

⾼耐熱電気ペネトレーションの使⽤条件

※1︓原⼦炉格納容器内で電気ペネトレーションが設置されている区域の実測値

a部詳細

通常運転時 設計基準事故時 重⼤事故等時

周囲温度 50℃（最⾼）※1 171℃（最⾼） 178℃（最⾼）

放射線 3.3×10-2 Gy/h ※1
1.9×104 Gy

（最⼤積算値）
3.6×105 Gy

（最⼤積算値）

最⾼圧⼒ 0.014 MPa 0.427 MPa 0.853 MPa

⾼耐熱電気ペネトレーション構造図

No. 部位 材料

① ﾓｼﾞｭｰﾙﾎﾞﾃﾞｨ ｽﾃﾝﾚｽ鋼（SUS304TP）

② ﾓｼﾞｭｰﾙｽﾘｰﾌﾞ ｽﾃﾝﾚｽ鋼（SUS304TP）

③ Oﾘﾝｸﾞ EPDM

④ 電線 銅、絶縁物（ﾌｯ素樹脂混和物）

⑤ 導体 銅、ｸﾛﾒﾙ、ｱﾙﾒﾙ他

⑥ 接続⼦ 銅、ｸﾛﾒﾙ、ｱﾙﾒﾙ他

⑦ ｼｰﾙ材 ｴﾎﾟｷｼ樹脂

６. ６事象以外の劣化事象

【⾼耐熱⽤電気ペネトレーション（制御計測⽤モジュール型⾼耐熱電気ペネトレーション）】
6.4 代表説明機器の⻑期健全性評価
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⾼耐熱電気ペネトレーションの⻑期健全性試験⼿順

熱放射線同時劣化

事故時放射線照射

事故時雰囲気曝露

供試体

（通常運転期間相当の加速熱劣化
および放射線照射）

（事故時相当の放射線照射）

（放射線を除く事故時雰囲気曝露）

判 定 （リーク量測定）

熱ｻｲｸﾙ試験 （起動停⽌回数相当の熱サイクル）

６. ６事象以外の劣化事象

 ⾼耐熱⽤電気ペネトレーションの⻑期健全性確認にあたっては、IEEEに⽰される健全性
評価⼿順に基づき⻑期健全性試験を実施している。

【⾼耐熱⽤電気ペネトレーション（制御計測⽤モジュール型⾼耐熱電気ペネトレーション）】
6.4 代表説明機器の⻑期健全性評価
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⾼耐熱電気ペネトレーションの⻑期健全性試験条件
試験項⽬ 試験条件 30年間の通常運転および事故時条件

熱ｻｲｸﾙ試験 10℃⇔66℃/175ｻｲｸﾙ
-28℃⇔66℃/5ｻｲｸﾙ 111回

熱放射線同時劣化 130℃－100Gy/h－27⽇間
（635時間）

通常運転時間周囲温度最⾼値（50℃）
通常運転時線量積算値（0.9×104 Gy）

事故時放射線照射 8.0×105 Gy 【設計基準事故時】 【重⼤事故等時】
1.9×104Gy 3.6×105 Gy

温度 240℃（最⾼温度） 【設計基準事故時】 【重⼤事故等時】
171℃（最⾼温度） 178℃（最⾼温度）

圧⼒ 0.854MPa（最⾼圧⼒） 【設計基準事故時】 【重⼤事故等時】
0.427MPa（最⾼圧⼒） 0.853MPa（最⾼圧⼒）

⾼耐熱電気ペネトレーションの⻑期健全性試験結果
項⽬ 結果

ﾘｰｸ量測定 良

６. ６事象以外の劣化事象

試験条件は、30年間の通常運転期間（等価損傷簡易⼿法を⽤いて評価）および事故時雰囲気を
想定した条件を包絡しており、30年間の通常運転期間後においても事故時に気密性能が維持される
ことを確認した。なお、⾼耐熱電気ペネトレーションは、運転開始後34年⽬に新たに設置される機器で
あり、島根2号炉の60年間の通常運転期間および事故時雰囲気においても気密性を維持できる。

【⾼耐熱⽤電気ペネトレーション（制御計測⽤モジュール型⾼耐熱電気ペネトレーション）】
6.4 代表説明機器の⻑期健全性評価
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設備・機器 評価対象機器 評価期間
算出⽅法 評価期間 評価結果

低圧⽤電気ペネト
レーション

核計装⽤モジュール型電気ペネトレー
ション

等価損傷簡
易⼿法 60年以上 60年間の通常運転期間、事故時雰囲気におい

て気密性を維持できることを確認
制御計測⽤モジュール型電気ペネト
レーション

低圧動⼒⽤モジュール型電気ペネト
レーション

⾼圧⽤電気ペネト
レーション

⾼圧動⼒⽤モジュール型電気ペネト
レーション

等価損傷簡
易⼿法 60年以上 60年間の通常運転期間、事故時雰囲気におい

て気密性を維持できることを確認

⾼耐熱⽤電気ペネト
レーション

制御計測⽤モジュール型⾼耐熱電気
ペネトレーション 等価損傷簡

易⼿法 30年以上 30年間の通常運転期間、事故時雰囲気におい
て気密性を維持できることを確認※計測⽤モジュール型MI電気ペネトレー

ション

 代表説明機器以外の⾼圧⽤電気ペネトレーションについても代表説明機器と同様に⻑期健全性評価を実施している。
 ⻑期健全性評価の結果、低圧⽤電気ペネトレーション、⾼圧⽤電気ペネトレーションについては、60年間の通常運転

期間、事故時雰囲気においても気密性を維持できることを確認した。
 ⾼耐熱電気ペネトレーションについては、30年間の通常運転期間、事故時雰囲気においても気密性を維持できること

を確認した。なお、⾼耐熱電気ペネトレーションは、運転開始後34年に新設される機器であり、島根2号炉の60年間
の通常運転期間および事故時雰囲気においても気密性を維持できるものと評価している。

６. ６事象以外の劣化事象

※ ⾼耐熱電気ペネトレーションは、運転開始後34年に新設される機器であり、島根2号炉の60年間の通常運転期間および事故時雰囲気にお
いても気密性を維持できるものと評価。

6.5 ⻑期健全性評価まとめ
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51１．概要

• 本資料は、「実⽤発電⽤原⼦炉の設置、運転等に関する規則」第82条
第1項に基づき実施した⾼経年化技術評価のうち、耐震安全性評価の評
価結果を説明するものである。

• ⾼経年化技術評価における耐震安全性評価とは、耐震安全性に影響す
る可能性がある経年劣化事象について、評価対象機器・構造物の経年
劣化を加味して耐震重要度分類に応じた地震⼒を⽤いた評価を⾏い、評
価対象機器・構造物の機能維持に対する経年劣化事象の影響を評価す
ることをいう。



52２．基本⽅針
• 評価対象機器について発⽣し得る経年劣化事象に対して実施した技術評価に耐

震性を考慮した技術的評価を実施して、運転開始後60年時点までの期間におい
て「実⽤発電⽤原⼦炉施設における⾼経年化対策審査ガイド」および「実⽤発電
⽤原⼦炉施設における⾼経年化対策実施ガイド」の記載事項（以下、「審査ガイ
ド等記載事項」という。）を満⾜することを確認する。



53３．評価対象と評価⼿法－評価対象

（1）評価対象（1/4）
①耐震安全性評価対象機器

技術評価における評価対象機器と同じとし、以下の機器を耐震安全性評価における評価
対象機器とする。

• 各⾼経年化技術評価書で⾏った機器のグループ化における「同⼀クループ内での代表
機器」

• 「同⼀グループ内での代表機器」より耐震重要度が上位の機器

②耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出
①にて抽出された耐震安全性評価対象機器において、各⾼経年化技術評価書で評価対

象機器・部位ごとに想定される経年劣化事象については、以下のとおり分類される。
a. ⾼経年化対策上着⽬すべき経年劣化事象（○事象）
b. ⾼経年化対策上着⽬すべき経年劣化事象ではない事象（⽇常劣化管理事象）

（△事象）
c. ⾼経年化対策上着⽬すべき経年劣化事象ではない事象（⽇常劣化管理事象以外）

（▲事象）
このうち、耐震安全性評価対象機器として、a.およびb.のうち「現在発⽣しているか、または

将来にわたって起こることが否定できないもの」でかつ「振動応答特性上、または構造強度上「
軽微もしくは無視」できない経年劣化事象」について、耐震安全上考慮する必要のある経年
劣化事象として抽出し、経年劣化を考慮した耐震安全性評価を実施する。



54３．評価対象と評価⼿法－評価対象

（1）評価対象（2/4）
②耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出

○事象または△事象に該当するか

技術評価で想定される経年劣化事象

現在発⽣しているか、
または将来にわたって起こることが

否定できないものか

現在発⽣しているか、
または将来にわたって起こることが

否定できないものか

振動応答特性上または
構造強度上「軽微もしくは

無視」できない事象か

५
ॸ
⑁
উ
１

५
ॸ
⑁
উ
２

५
ॸ
⑁
উ
３

耐震安全性評価対象外

耐震安全上考慮する必要のある
経年劣化事象として抽出

経年劣化を考慮した耐震安全性
評価を実施

NO（▲事象）

YES（△事象）YES（○事象）

NO（×）

YES（○）

YES（○）

NO（－）
NO（■）

YES（◎）

YES/NO（ ）内の記号は以下凡例による。
【凡例】
○︓評価対象として抽出
－︓評価対象から除外
×︓⾼経年化対策上着⽬すべき経年劣化事象であるが、現在発⽣しておらず、今後も発⽣の可能性がな

いもの、または⼩さいものとして評価対象から除外
■︓振動応答特性上または構造強度上「軽微もしくは無視」できる事象として評価対象から除外
◎︓耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象として抽出
○事象︓⾼経年化対策上着⽬すべき経年劣化事象
△事象︓⾼経年化対策上着⽬すべき経年劣化事象ではない事象（⽇常劣化管理事象）
▲事象︓⾼経年化対策上着⽬すべき経年劣化事象ではない事象（⽇常劣化管理事象以外）



55３．評価対象と評価⼿法－評価対象

（1）評価対象（3/4）
②耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出

耐震安全性評価対象の経年劣化事象として、以下の事象が抽出された。

機器・構造物
耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象

低サイクル
疲労

中性⼦
照射脆化

照射誘起型
応⼒腐⾷割れ※1 熱時効 摩耗 腐⾷ コンクリートの

強度・遮へい能⼒低下流れ加速型腐⾷ 全⾯腐⾷
ポンプ ◎ ― ― ◎ ― ― ◎※2 ―
熱交換器 ― ― ― ― ◎※3 ◎ ◎※2 ―
ポンプモータ ― ― ― ― ― ― ― ―
容器 ◎ ◎ ― ― ― ― ◎※2 ―
配管 ◎ ― ― ― ― ◎ ◎※2 ―
弁 ◎ ― ― ◎ ― ― ― ―

炉内構造物 ◎ ― ×※4

―※5 ― ― ― ― ―

ケーブル ― ― ― ― ― ― ◎※2 ―
タービン設備 ― ― ― ― ― ― ◎※2 ―
コンクリート構造物
および鉄⾻構造物 ― ― ― ― ― ― ― ×

計測制御設備 ― ― ― ― ― ― ◎※2 ―
空調設備 ― ― ― ― ― ― ◎※2 ―
機械設備 ― ― ― ― ― ― ◎※2 ―
電源設備 ― ― ― ― ― ― ◎※2 ―

※1︓中性⼦照射による靭性低下を含む
※2︓基礎ボルト
※3︓排ガス予熱器の管⽀持板に流れ加速型腐⾷による減⾁を考慮した場合に発⽣する、管⽀持板と伝熱管外⾯

の摩耗による減⾁を考慮
※4︓照射誘起型応⼒割れについて初回申請時は耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象としていたが、照

射誘起型応⼒腐⾷割れの発⽣の可能性はないと評価を⾒直したことに伴い、耐震安全性評価についても
「◎」から「×」に変更（技術評価の変更内容については、第15回審査会合（2018年12⽉19⽇）にて説
明済）。

※5︓中性⼦照射による靭性低下（将来にわたって起こることが否定できないが、計画的に⽬視点検を⾏い⽋陥の
ないことを確認することで、耐震安全上考慮する必要のない経年劣化事象と整理した。）

【凡例】
◎︓「現在発⽣しているか、または将来にわたって起こること

が否定できないもの」かつ「振動応答特性上または構
造強度上「軽微もしくは無視」できない事象」

×︓⾼経年化対策上着⽬すべき経年劣化事象であるが、
現在発⽣しておらず、今後も発⽣の可能性がないもの、
または⼩さいもの

－︓⽇常劣化管理事象のうち、現在発⽣しておらず、今
後も発⽣の可能性がないもの、または⼩さいもの



56３．評価対象と評価⼿法－評価対象

（1）評価対象（4/4）
②耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出

⾼経年化対策上着⽬すべき経年劣化事象（○事象）のうち、図1の耐震安全上考慮す
る必要のある経年劣化事象の抽出フローにて、耐震安全上考慮不要となる経年劣化事象
は以下のとおり。

（a）技術評価の結果、現在発⽣しておらず、今後も発⽣の可能性がない事象、または⼩さ
い事象
a. 炉内構造物の照射誘起型応⼒腐⾷割れ（中性⼦照射による靭性低下含む）
b. コンクリート構造物の熱、放射線照射、中性化、塩分浸透および機械振動による強

度低下ならびに熱による遮へい能⼒低下

（b）振動応答特性上または構造強度上「軽微もしくは無視」できる事象
a. 制御棒の照射誘起型応⼒腐⾷割れ
b. 絶縁特性低下、特性変化および導通不良
c. シール材等の劣化（気密性低下）



57３．評価対象と評価⼿法－評価⼿法

（2）評価⼿法（1/8）
①主な適⽤規格
・⽇本機械学会「発電⽤原⼦⼒設備規格 設計・建設規格 2005年版（2007年追補
版を含む） JSME S NC1-2005（2007）」

・⽇本機械学会「発電⽤原⼦⼒設備規格 維持規格 2008年版 JSME S NA1-
2008」

・⽇本電気協会「原⼦⼒発電所配管破損防護設計技術指針 JEAG4613-1998」
・⽇本電気協会「原⼦⼒発電所⽤機器に対する破壊靱性の確認試験 JEAC4206-
2007」

・⽇本機械学会「発電⽤原⼦⼒設備規格 沸騰⽔型原⼦⼒発電所 配管減⾁管理に
関する技術規格 JSME S NH1-2006」

・⽇本電気協会「原⼦⼒発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応⼒編 JEAG
4601-補-1984」

・⽇本電気協会「原⼦⼒発電所耐震設計技術指針 JEAG4601-1987」
・⽇本電気協会「原⼦⼒発電所耐震設計技術指針追補版 JEAG4601-1991」

なお、配管系について、JEAG4601-1991追補版ではなく、最新知⾒として得られた減衰
定数を⽤いて耐震安全性評価を実施している。



58３．評価対象と評価⼿法－評価⼿法

（2）評価⼿法（2/8）
②耐震安全性評価の評価⼿法

各劣化事象に対する耐震安全性評価⼿法の概要を以下に⽰す。
評価項⽬ 評価⼿法

低サイクル疲労
（ポンプ、容器、配管、弁、
炉内構造物）

運転開始後60年時点までの推定過渡回数を考慮した疲れ累積係数と基準地震動Ssまた
は弾性設計⽤地震動Sdを考慮した疲れ累積係数の合計値が許容値1を下回ることを確認
する。

中性⼦照射脆化
（容器）

運転開始後60年時点でのKIC下限包絡曲線と基準地震動Ssの荷重を考慮したKI曲線を
算出し、KIC下限包絡曲線とKI曲線を⽐較した結果がKIC＞KIとなり、許容限界を下回るこ
とを確認する。

熱時効
（ポンプ、弁）

き裂を想定し、評価対象部位の地震時のき裂進展⼒が運転開始後60年時点の熱時効を
考慮した材料のき裂進展抵抗を下回ることを確認する。
なお、⾼経年化技術評価「2相ステンレス鋼の熱時効」にて地震荷重を含んだ評価を実施し
ている。

摩耗
（熱交換器）

流れ加速型腐⾷によって管⽀持板（伝熱管との⽀持部）に減⾁が発⽣した場合に、流体
振動による伝熱管の摩耗（管外⾯の減⾁）が進⾏するため、伝熱管外⾯の減⾁を考慮し
た地震時の発⽣応⼒を算出し、許容応⼒を下回ることを確認する。
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（2）評価⼿法（3/8）
②耐震安全性評価の評価⼿法

評価項⽬ 評価⼿法

腐⾷（流れ加速型腐⾷）
（熱交換器、配管）

【熱交換器】
流れ加速型腐⾷による胴内⾯の減⾁、伝熱管内⾯の減⾁および管⽀持板の減⾁を考慮
して地震時の発⽣応⼒を算出し、許容応⼒を下回ることを確認する。

【配管】
保全活動の範囲内で発⽣する可能性のある減⾁を考慮して地震時の発⽣応⼒、または疲
れ累積係数を算出し、許容値1を下回ることを確認する。
腐⾷（流れ加速型腐⾷）（配管）の耐震安全性評価フローを下図に⽰す。

偏流発⽣部位および
その下流側に耐震管理厚さ※まで⼀様に減⾁を想定した評

価の結果、許容値を満⾜するか
耐震安全性評価上問題ないと評価

サポーﾄ改造等の設備対策を⾏い、これを反映した
耐震安全性評価を再度実⾏する

YES

NO

※ 減⾁を考慮した40年⽬の想定厚さと公称⾁厚の
80%を⽐較し、いずれか⼩さい値を耐震管理厚さ
として設定（補紙１参照）
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（2）評価⼿法（4/8）
②耐震安全性評価の評価⼿法

評価項⽬ 評価⼿法
腐⾷（全⾯腐⾷）
（基礎ボルト）

運転開始後60年時点の腐⾷減⾁を仮定して地震時の発⽣応⼒を算出し、許容応⼒を下
回ることを確認する。

動的機能維持
（ポンプ、ポンプモータ、弁、
タービン設備、空調設備、
機械設備）

地震時に動的機能維持が要求される耐震安全性評価対象機器について、耐震安全上考
慮する必要のある経年劣化事象を整理し、振動応答特性上または構造強度上「軽微もしく
は無視」できる事象か確認し、「軽微もしくは無視」できない事象については、評価を実施し耐
震安全性評価上問題のないことを確認する。

制御棒挿⼊性評価
（制御棒、炉内構造物、燃
料集合体）

制御棒挿⼊性に影響を与える可能性のある経年劣化事象を抽出して影響評価を⾏い、地
震時の燃料集合体の変位を評価した結果、機能確認済相対変位以下であることを確認す
る。
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「耐震管理厚さ」設定の経緯
配管の腐⾷（流れ加速型腐⾷）を考慮した耐震安全性評価について、「実⽤発電⽤原⼦炉
施設における⾼経年化対策実施ガイド」の記載を踏まえ、必要最⼩厚さ（tsr）または60年時
点での想定厚さを⽤いた耐震評価を実施したところ、耐震評価が成⽴しないモデルがあった。
このため、評価対象配管に対して⼀定の考え⽅による管理基準を定めることを⽬的とし、配管減
⾁管理上の保守的な管理値として、40年⽬の想定厚さを含めた「耐震管理厚さ」を社内QMS
に定めた。

 「耐震管理厚さ」を適⽤した耐震安全性評価
配管の腐⾷（流れ加速型腐⾷）に対する耐震安全性評価においては、余寿命に応じて耐震
管理厚さ※の⾒直しまたは配管取替等を⾏う管理としていることを踏まえ、耐震管理厚さを⽤いて
評価を実施した。
※︓耐震管理厚さ＝min（40年⽬の想定厚さ、公称板厚の80%の厚さ）

今後の配管⾁厚測定に伴い算出した余寿命を踏まえ、必要により耐震補強等または耐震管理
厚さの⾒直しを含めた余寿命管理を実施する。

 配管⾁厚管理⽅法
配管の⾁厚管理は、耐震管理厚さとtsrの⼤きい⽅の厚さで管理していることから、耐震上および
耐圧上の両観点から、配管⾁厚が基準値を下回ることはない。



62３．評価対象と評価⼿法－評価⼿法

（2）評価⼿法（5/8）
③⼯事計画認可補正申請で⽤いた耐震評価⼿法等の反映について

現状の設備状態に基づき耐震安全性評価を⾏うことを基本とするが、⼯事計画認可補正
申請（2023年6⽉22⽇までの計8回）（以下、「⼯認補正」という。）に係る設備につい
ては、⼯認補正どおりに⼯事が実施されることを前提とした耐震安全性評価を実施しており、
2023年7⽉21⽇の第9回⼯認補正申請書には⾼経年化技術評価に影響を与える補正
内容がないことを確認している。また、⼯事計画認可補正申請については、2023年8⽉30
⽇に認可を受けている。

新規制基準適合性に係る原⼦炉設置変更許可および⼯事計画認可において新たに採
⽤され、⾼経年化技術評価において同様に⽤いた耐震安全性評価内容を以下に⽰す。

項⽬ 内容 評価対象

原⼦炉設置
変更許可の
反映

基準地震動Ssおよ
び弾性設計⽤地
震動Sd

・基準地震動Ss（Ss-D、Ss-F1、Ss-F2、Ss-N1、
Ss-N2）および弾性設計⽤地震動Sd（Sd-D、
Sd-F1、Sd-F2、Sd-N1、Sd-N2、Sd-1）に対す
る評価を⾏う。

・耐震安全性評価を⾏った
Sクラス設備および共振の
おそれのあるBクラス設備
（Ss、Sd）

・常設重⼤事故等対処設
備（Ss）

耐震重要度分類
の⾒直し

・初回申請時に耐震重要度分類をBクラスからCクラス
に変更していた設備について、Bクラスに変更して再
評価する。

・耐震重要度分類⾒直し
対象設備

（補紙２参照）
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（2）評価⼿法（6/8）
③⼯事計画認可補正申請で⽤いた耐震評価⼿法等の反映について

項⽬ 内容 評価対象

⼯事計画認
可の反映

弁の動的機能維持
評価における評価
⽤加速度の不確か
さの考慮

・配管の強度評価に⽤いる評価⽤加速度と同じく、
1.2ZPA（従来は1.0ZPA）とスペクトルモーダル解
析による応答加速度の⼤きい⽅を評価値として扱う。
なお、スペクトルモーダル解析においては、剛領域の振
動モードの影響を踏まえて、20Hzを超える振動数領
域まで考慮した地震応答解析により、弁駆動部の応
答加速度の算定を⾏う。

・配管の流れ加速型腐⾷
を考慮した蒸気内側隔
離弁の動的機能維持
評価

⽔平2⽅向および
鉛直⽅向地震⼒の
組合せに関する影
響評価

・⼯事計画認可における⽔平2⽅向および鉛直⽅向地
震⼒の組合せによる影響評価の評価部位に対し、耐
震安全上考慮する必要のある経年劣化事象が想定
される場合は、経年劣化事象を考慮したうえで⽔平2
⽅向および鉛直⽅向地震⼒の組合せによる影響評
価を⾏う。

・原⼦炉圧⼒容器給⽔ノ
ズルの疲労割れ

・原⼦炉格納容器ベント
管ベローズ、原⼦炉格
納容器配管貫通部ベ
ローズの疲労割れ

・配管系の疲労割れおよ
び流れ加速型腐⾷

・原⼦炉格納容器（サプ
レッションチェンバ）の基
礎ボルトの腐⾷



64３．評価対象と評価⼿法－評価⼿法

（2）評価⼿法（7/8）
③⼯事計画認可補正申請で⽤いた耐震評価⼿法等の反映について

項⽬ 内容 評価対象

⼯事計画認
可の反映

その他⼯事計画認
可における評価⼿
法等の適⽤

【サプレッションチェンバの耐震評価】
・モデル化範囲、内部⽔の考慮⽅法、サプレッションチェ

ンバサポート取付部の剛性について、⼯事計画認可
と同様の解析モデルを⽤いた耐震評価を実施する。

・原⼦炉格納容器（サプ
レッションチェンバ）の基
礎ボルトの腐⾷

【配管の耐震評価】
・復⽔系配管および給⽔系配管の⼀部は、上位クラス

施設に対する波及的影響を考慮し、基準地震動Ss
に対して耐震性を有するよう耐震補強を実施してい
る。これらの配管系については、流れ加速型腐⾷を考
慮したうえで基準地震動Ssによる耐震評価を実施す
る。

・復⽔系、給⽔系配管の
流れ加速型腐⾷

【縦置円筒形容器の耐震評価】
・ラグ周辺への⽀持構造物の追設を反映した解析モデ

ルを⽤いて基礎ボルトの腐⾷を考慮した耐震評価を
実施する。

・残留熱除去系熱交換器
の基礎ボルトの腐⾷

・⼯事計画認可にて適⽤された最新知⾒として得られ
た減衰定数を適切に反映した評価を⾏う。

・配管系の疲労割れおよび
流れ加速型腐⾷
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項⽬ 内容 評価対象

⼯事計画認
可の反映

その他⼯事計画
認可における評
価⼿法等の適⽤

【横置円筒形容器の耐震評価】
・横置円筒形容器の胴の応⼒評価は当
板に対して、有効板厚の判定基準を設
けることとしたため、胴の応⼒評価におい
ては当板を考慮せず、胴のみの板厚によ
る応⼒評価を実施する。

・横置円筒形容器の当板拡張⼯事に伴
い、設計⽤震度および質量条件を⾒直
したうえで基礎ボルトの腐⾷を考慮した
耐震評価を実施する。

【胴の流れ加速型腐⾷】
・排ガス予熱器
・原⼦炉浄化系再⽣熱交換器
【基礎ボルトの腐⾷】
・燃料プール冷却系熱交換器
・燃料デイタンク（⾮常⽤ディーゼル機関付属
設備、HPCSディーゼル機関付属設備）

・原⼦炉補機冷却系熱交換器
・⾼圧炉⼼ｽﾌﾟﾚｲ補機冷却系熱交換器
・原⼦炉浄化系補助熱交換器

【⽴形ポンプの耐震評価】
・はり要素に鉛直⽅向剛性を設定したうえ
で、新たに電動機上部軸受部およびバレ
ルケーシングフランジ部について鉛直ばね
を考慮するとともに、バレルケーシングフラ
ンジ部の剛性を回転ばねとして考慮した
応答解析モデルで評価を⾏う。

【基礎ボルトの腐⾷】
・残留熱除去ポンプ
・⾼圧炉⼼スプレイポンプ
・低圧炉⼼スプレイポンプ
・復⽔ポンプ

【横形ポンプの耐震評価】
・「ディーゼル燃料移送ポンプ防護対策設
備」の質量を加味したうえで基礎ボルトの
腐⾷を考慮した耐震評価を実施する。

【基礎ボルトの腐⾷】
・燃料移送ポンプ（⾮常⽤ディーゼル機関付
属設備、HPCSディーゼル機関付属設備）

（2）評価⼿法（8/8）
③⼯事計画認可補正申請で⽤いた耐震評価⼿法等の反映について

３．評価対象と評価⼿法－評価⼿法
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 耐震重要度分類の⾒直し結果を反映（初回申請時、Cクラスとした⼀部の機
器についてBクラスに⾒直し）

評価書
区分 機器名称 耐震重要度分類 備考初回申請時補正申請時

ﾎﾟﾝﾌﾟ 復⽔ﾎﾟﾝﾌﾟ、復⽔昇圧ﾎﾟﾝﾌﾟ、制御棒駆動
⽔圧ﾎﾟﾝﾌﾟ

C B

【排ｶﾞｽ予熱器以外】
・基礎ﾎﾞﾙﾄの減⾁耐
震評価

【排ｶﾞｽ予熱器】
・基礎ﾎﾞﾙﾄ、伝熱管、
胴および管⽀持板の
減⾁耐震評価

熱交換器
原⼦炉浄化補助熱交換器、第3給⽔加熱
器、第4給⽔加熱器、ｸﾞﾗﾝﾄﾞ蒸気発⽣器、
ｸﾞﾗﾝﾄﾞ蒸気復⽔器、排ｶﾞｽ予熱器、排ｶﾞｽ
復⽔器

容器
排ｶﾞｽ脱湿塔、原⼦炉建物機器ﾄﾞﾚﾝｻﾝﾌﾟﾀﾝ
ｸ、排ｶﾞｽ再結合器、原⼦炉浄化系ｻｰｼﾞﾀﾝｸ、
復⽔ろ過脱塩器ｽﾄﾚｰﾅ

ﾀｰﾋﾞﾝ設備 低圧ﾀｰﾋﾞﾝ

機械設備

床ﾄﾞﾚﾝ濃縮器、化学廃液濃縮器復⽔器、
床ﾄﾞﾚﾝ濃縮器復⽔器、排ｶﾞｽﾌﾞﾛﾜ、化学廃
液濃縮器循環ﾎﾟﾝﾌﾟ、濃縮廃液ﾀﾝｸ、濃縮
廃液ﾎﾟﾝﾌﾟ、空気抽出器、雑固体焼却炉、1
次ｾﾗﾐｯｸﾌｨﾙﾀ、2次ｾﾗﾐｯｸﾌｨﾙﾀ、排ｶﾞｽﾌｨﾙﾀ

３．評価対象と評価⼿法－（補紙２）耐震重要度分類の⾒直し
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（3）評価⽤地震⼒
耐震安全性評価に⽤いる評価⽤地震⼒は、各機器の耐震重要度に応じて選定する。

耐震重要度等 評価⽤地震⼒

Sクラス

基準地震動Ss*lにより定まる地震⼒（以下、「Ss地震⼒」という。）

弾性設計⽤地震動Sd*2により定まる地震⼒とSクラス設備に適⽤される静
的地震⼒のいずれか⼤きい⽅

常設重⼤事故等対処設備 Ss地震⼒

Bクラス Bクラスの機器に適⽤される静的地震⼒*3,*4

Cクラス Cクラスの機器に適⽤される静的地震⼒*4

*1 「実⽤発電⽤原⼦炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則（平成25年原⼦⼒規制委員会規則第5号）」に
基づき策定した、応答スペクトルに基づく地震動評価結果による基準地震動(Ss-D)、断層モデルを⽤いた⼿法に基づく地震動評価結果に
よる基準地震動 (Ss-F1、F2)、観測記録に基づく地震動評価（Ss-N1、N2）

*2 弾性設計⽤地震動Sdは、基準地震動Ssとの応答スペクトルの⽐率が⽬安として0.5を下回らないよう基準地震動Ssに係数0.5を乗じて
設定している。さらに、「発電⽤原⼦炉施設に関する耐震設計審査指針（昭和56 年7 ⽉20 ⽇原⼦⼒安全委員会決定、平成13 年
３⽉29 ⽇⼀部改訂）」における基準地震動S1の応答スペクトルをおおむね下回らないよう配慮した地震動も弾性設計⽤地震動Sdとして
設定している。

*3 ⽀持構造物の振動と共振のおそれのあるものについては、弾性設計⽤地震動Sdによる地震⼒の1/2についても考慮する。
*4 Sクラス設備または常設重⼤事故等対処設備ヘ波及的影響を及ぼす可能性のあるBクラス設備およびCクラス設備並びに溢⽔源としないB、

Cクラス設備の設計⽤地震⼒はSs地震⼒を適⽤する。



68３．評価対象と評価⼿法－評価⽤地震動

（4）評価⽤地震動（1/2）
①基準地震動

⾼経年化技術評価における耐震安全性評価では、原⼦炉設置変更許可（2021年9⽉
15⽇）（以下、「設置変更許可」という。）にて設定されている基準地震動Ssを⽤いて評価
を実施する。

基準地震動
最⼤加速度（cm/s2）
⽔平⽅向 鉛直⽅向

Ss-D 「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」による基準地震動
［応答スペクトル⼿法による基準地震動］ 820 547

Ss-F1
「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」による基準地震動
［断層モデル⼿法による基準地震動（宍道断層による地震の短周
期の地震動レベルの不確かさ（1.5 倍）破壊開始点5）］

549（NS）
560（EW） 337

Ss-F2
「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」による基準地震動［断
層モデル⼿法による基準地震動（宍道断層による地震の短周期の
地震動レベルの不確かさ（1.5 倍）破壊開始点6）］

522（NS）
777（EW） 426

Ss-N1
「震源を特定せず策定する地震動」による基準地震動
［2004 年北海道留萌⽀庁南部地震（K-NET 港町）の検討結
果に保守性を考慮した地震動］

620 320

Ss-N2 「震源を特定せず策定する地震動」による基準地震動［2000 年⿃
取県⻄部地震の賀祥ダム（監査廊）の観測記録］

528（NS）
531（EW） 485



69３．評価対象と評価⼿法－評価⽤地震動

（4）評価⽤地震動（2/2）
②耐震条件

耐震条件に関しては、設置変更許可を受けた基準地震動Ssおよび弾性設計⽤地震動
Sdを基に設定した、⼯認と同様の耐震条件である設計⽤条件Ⅰ／Ⅱ※またはそれを上回る
設計⽤条件を適⽤する。

※︓⼯認図書「Ⅵ-2-1-7 設計⽤床応答スペクトルの作成⽅針」で設定している条件
であり、材料物性の不確かさを考慮して設定した設計⽤震度および設計⽤床応答
スペクトルを設計⽤条件Ⅰ、設計⽤条件Ⅰに対して余裕のある条件（概ね設計
⽤条件Ⅰに1.5を乗じた条件）を設計⽤条件Ⅱという。

耐震条件以外の評価条件（温度条件、圧⼒条件、機械荷重、重⼼位置等）に関して
は、基礎ボルト等の減⾁量を考慮した⼨法を除き、すべて⼯認と同様の条件とする。

③耐震評価⼿法
固有値解析、地震応答解析、構造強度評価および動的機能維持評価の⼿法に関して

は、⼯認と同様の⼿法を⽤いる。また、設計⽤地震⼒、荷重の組合せ、許容限界および設
計⽤減衰定数に関しても、すべて⼯認と同様の条件とする。



70３．評価対象と評価⼿法－代表の選定

評価項⽬ 詳細評価内容を記載する
機器・部位 選定理由

低サイクル疲労 原⼦炉圧⼒容器給⽔ノズル プラントの安全上の重要性を考慮し、原⼦炉冷却材圧⼒バウンダリの
機能を有する機器のうち、疲れ累積係数が最⼤である部位

中性⼦照射脆化 原⼦炉圧⼒容器円筒胴 中性⼦照射脆化を考慮した評価が必要となる機器

熱時効 原⼦炉再循環ポンプ
（ケーシング）

熱時効を考慮する必要のある機器のうち、フェライト量が最⼤の機器か
つ機器に作⽤する応⼒が最⼤の機器

摩耗 排ガス予熱器
管⽀持板の腐⾷（流れ加速型腐⾷）の発⽣による管⽀持板と伝熱
管外⾯の摩耗を考慮した耐震安全性評価の結果、発⽣応⼒と許容
応⼒の⽐が最⼤である機器

腐⾷
（流れ加速型腐⾷）

原⼦炉ベントドレン系配管
配管の腐⾷（流れ加速型腐⾷）による配管減⾁を考慮した耐震安
全性評価の結果、発⽣応⼒と許容応⼒の⽐が最⼤である箇所および
疲れ累積係数が最⼤である箇所

原⼦炉補機冷却系熱交換器 耐震Sクラスかつ伝熱管の腐⾷（流れ加速型腐⾷）を考慮した耐震
安全性評価の結果、発⽣応⼒と許容応⼒の⽐が最⼤である機器

（5）代表の選定（1/2）
技術評価における評価対象機器全てを対象として耐震安全上考慮する必要のある経年劣

化事象を抽出し、経年劣化を考慮した耐震安全性評価を実施することにより、耐震安全上
問題ないことを確認している。

耐震安全性評価を実施する機器のうち、以下に⽰す代表機器・部位について評価内容を
記載する。



71３．評価対象と評価⼿法－代表の選定

評価項⽬ 詳細評価内容を記載する
機器・部位 選定理由

腐⾷
（流れ加速型腐⾷）

排ガス予熱器
・管⽀持板の腐⾷（流れ加速型腐⾷）の発⽣による管⽀持板と伝熱
管外⾯の摩耗を考慮した耐震安全性評価が必要となる機器

・管⽀持板の腐⾷（流れ加速型腐⾷）の発⽣による伝熱管の⽀持機
能の喪失を考慮した耐震安全性評価が必要となる機器

原⼦炉浄化系再⽣熱交
換器、排ガス予熱器

胴の腐⾷（流れ加速型腐⾷）を考慮した耐震安全性評価が必要とな
る機器

腐⾷（全⾯腐⾷）

1. 機器付基礎ボルト
・残留熱除去系熱交換器

・過去において耐震補強実績がありかつ今回の評価において補強を前提
とした評価を⾏った機器

・発⽣応⼒と許容応⼒の⽐が最⼤である機器
・発⽣応⼒が最⼤である機器

2. 後打ちケミカルアンカ、
メカニカルアンカボルト

発電所構内で使⽤されている後打ちケミカルアンカ、メカニカルアンカボルト
を抽出

動的機能維持 蒸気内側隔離弁
機器の応答加速度に影響を与える経年劣化事象である、配管の腐⾷
（流れ加速型腐⾷）による減⾁を考慮した耐震安全性評価対象範囲
に設置される動的機能維持対象機器

制御棒挿⼊性評価 制御棒、炉内構造物、燃
料集合体

技術評価書に記載される各評価対象機器の「機能達成に必要な項⽬」
において、制御棒の挿⼊にかかる項⽬（原⼦炉の緊急停⽌）、燃料集
合体の⽀持等挿⼊経路に影響を与える項⽬（炉⼼の⽀持）および制
御棒挿⼊経路にある機器

（5）代表の選定（2/2）



72４．代表の耐震安全性評価－低サイクル疲労

（1）耐震安全性評価（1/15）
①低サイクル疲労

原⼦炉圧⼒容器給⽔ノズルにおける運転開始後60年までの推定過渡回数を考慮した疲
れ累積係数と、基準地震動Ssまたは弾性設計⽤地震動Sdによる疲れ累積係数の合計値
が許容値1を下回ることを確認した。

評価対象 運転実績回数*１に
基づく疲れ累積係数 地震動による疲れ累積係数*2 合計

（許容値︓1を下回る）
原⼦炉圧⼒容器

給⽔ノズル 0.411 0.001 0.412

【原⼦炉圧⼒容器給⽔ノズル評価点】

︓最⼤評価点を⽰す（環境疲労考慮なし）
︓最⼤評価点を⽰す（環境疲労考慮あり）

*1︓過渡実績を踏まえ、運転開始後60年時点での推定過渡回数を保守的に想定（2015年7⽉までの実績回数に基づく運転開始後60年時
点での推定過渡回数を算出し、プラント運転中に発⽣していない過渡事象を保守的に１回発⽣するものとして加算）した疲れ累積係数

*2︓基準地震動Ssおよび弾性設計⽤地震動Sdのうちいずれか⼤きい評価結果を⽰す。また、地震等価繰返し回数は⼯認補正における条件と
同様、Ssについては150回、Sdについては300回にて評価した
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４．代表の耐震安全性評価－中性⼦照射脆化

（1）耐震安全性評価（2/15）
②中性⼦照射脆化

原⼦炉圧⼒容器円筒胴について、運転開始後60年時点までの地震時に発⽣する応⼒
拡⼤係数KIを評価した結果、破壊⼒学上の許容限界であるKICを下回ることを確認した。
なお、島根原⼦⼒発電所２号炉の原⼦炉冷却材温度について、20℃以上に維持すること

を定めていることから、20℃未満を運転時の温度管理範囲外とし、20℃以上の範囲を評価
している。

原⼦炉圧⼒容器のP-T線図（運転開始後60年時点）

炉⼼臨界時 耐圧・漏えい試験時

⾦属温度（℃）

＊︓耐圧・漏えい試験時に要求される温度に余裕を⾒込み設定した運⽤上の管理値

⾦属温度（℃）

応
⼒

拡
⼤

係
数

（
M

Pa
√m

）



74４．代表の耐震安全性評価－照射誘起型応⼒腐⾷割れ

（1）耐震安全性評価（3/15）
③照射誘起型応⼒腐⾷割れ

炉内構造物の照射誘起型応⼒腐⾷割れについては、「⾼経年化対策上着⽬すべき経年
劣化事象であるが、現在発⽣しておらず、今後も発⽣の可能性が無いもの、または⼩さいもの」
と分類し、耐震安全性評価は不要と判断している。

【照射誘起型応⼒腐⾷割れの評価内容】（第15回審査会合（2018年12⽉19⽇）にて説明）
（健全性評価）

・炉内構造物の照射誘起型応⼒腐⾷割れについて、運転開始後60年時点での中性⼦照射量を評価し
た結果、炉⼼シュラウド中間胴（⺟材部、H4周溶接継⼿）および上部格⼦板グリッドプレートの照射量
がしきい照射量を超えることを確認したことから、初回申請時には耐震安全上考慮する必要のある経年劣
化事象（◎事象）として評価。

・ただし、炉⼼シュラウド中間胴（H4周溶接継⼿）の内外⾯はウォータージェットピーニング施⼯により溶接
部の残留応⼒改善を実施しており、照射誘起型応⼒腐⾷割れが発⽣する可能性はないと評価を⾒直し
。

・また、炉⼼シュラウド中間胴⺟材部（溶接部以外）および上部格⼦板グリッドプレートは、溶接部がない
ため、溶接による引張残留応⼒がなく、運転中の差圧、熱、⾃重等に起因する引張応⼒成分は低いこと
から、照射誘起型応⼒腐⾷割れが発⽣する可能性はないと評価を⾒直し。

（現状保全）
・炉⼼シュラウド中間胴（H4周溶接継⼿）について維持規格に基づく点検として内外⾯ともにMVT-1の
⽬視試験を実施しており、異常がないことを確認している。

・上部格⼦板グリッドプレートについて、維持規格に基づく点検（VT-3）に加えて、⾃主検査として第17回
定期事業者検査時にMVT-1の⽬視試験を実施しており、異常がないことを確認している。



75４．代表の耐震安全性評価－熱時効

（1）耐震安全性評価（4/15）
④熱時効

原⼦炉再循環ポンプのケーシングにおいて、運転開始後60年時点の熱時効を考慮した材
料のき裂進展抵抗（Jmat）と、き裂安定性評価⽤想定き裂と構造系に与えられた応⼒（運
転状態の荷重条件に基準地震動Ssによる荷重を考慮）から算出されるき裂進展⼒（Japp）
を算出し⽐較した結果、JmatがJappと交差し、交点における傾きがJmat＞Jappであることから、原
⼦炉再循環ポンプのケーシングは不安定破壊することなく、耐震安全性評価上問題ないことを
確認した。

原⼦炉再循環ポンプケーシングのき裂安定性評価結果



76４．代表の耐震安全性評価－摩耗、腐⾷（流れ加速型腐⾷）

（1）耐震安全性評価（5/15）
⑤摩耗、⑥腐⾷（流れ加速型腐⾷）（1/4）
（a）配管の腐⾷（流れ加速型腐⾷）

炭素鋼配管（原⼦炉ベントドレン系配管）の腐⾷（流れ加速型腐⾷）による減⾁を
考慮した40年⽬の想定厚さと公称⾁厚の80%を⽐較し、いずれか⼩さい値を耐震管理厚
さとした評価において、地震時の発⽣応⼒または疲れ累積係数は許容値を下回ることを確
認した。

評価対象 区分 耐震
重要度

評価
地震⼒

許容
応⼒
状態

応⼒種別 発⽣応⼒*1, *2

(MPa)
許容応⼒*3

(MPa)

原⼦炉
ﾍﾞﾝﾄﾄﾞﾚﾝ系

配管
ｸﾗｽ1 S

Ss ⅣAS

⼀次応⼒ 166 364

⼀次+⼆次
応⼒

868
（疲れ累積係数︓

0.868*4, *5）
366

（疲れ累積係数許容値︓1を下回る）

Sd ⅢAS

⼀次応⼒ 107 274

⼀次+⼆次
応⼒

487
（疲れ累積係数︓

0.171*4, *5）
366

（疲れ累積係数許容値︓1を下回る）

*1︓系統内の評価対象ライン中で最⼤の発⽣応⼒を⽰す
*2︓耐震管理厚さ（減⾁を考慮した40年⽬の想定厚さと公称⾁厚の80%を⽐較し、いずれか⼩さい値）を⽤いた値
*3︓設計・建設規格 付録材料図表 Part5表1または表8、表9より求まる値
*4︓基準地震動Ssおよび弾性設計⽤地震動Sdによる等価繰返し回数は、⼀律に設定する等価繰返し回数（Ss︓150回、Sd︓300回）を⽤

いた
*5︓JEAG4601に基づき、地震動による疲れ累積係数に通常運転時の疲れ累積係数を加えて評価する。



77４．代表の耐震安全性評価－摩耗、腐⾷（流れ加速型腐⾷）

（1）耐震安全性評価（6/15）
⑤摩耗、⑥腐⾷（流れ加速型腐⾷）（2/4）
（b）熱交換器（伝熱管）の腐⾷（流れ加速型腐⾷）

原⼦炉補機冷却系熱交換器の伝熱管の腐⾷（流れ加速型腐⾷）について、伝熱管
内⾯に施栓基準⾁厚までの減⾁を想定し地震時の発⽣応⼒を評価した結果、地震時の
発⽣応⼒が許容応⼒を下回ることを確認した。
また、排ガス予熱器の管⽀持板の腐⾷（流れ加速型腐⾷）による管⽀持板と伝熱管と

の摩耗について、伝熱管の施栓基準⾁厚までの減⾁を想定し地震時の発⽣応⼒を評価し
た結果、地震時の発⽣応⼒が許容応⼒を下回ることを確認した。

評価対象 区分 耐震
重要度

評価
地震⼒

許容
応⼒
状態

応⼒
種別

発⽣応⼒ (MPa) 許容応⼒*1

(MPa)管板〜
管⽀持板

管⽀持板〜
管⽀持板

原⼦炉補機冷却系
熱交換器
伝熱管

ｸﾗｽ3 S、重*3
Ss ⅣAS ⼀次

応⼒

44 54 337

Sd ⅢAS 32 38 337

気体廃棄物処理系
排ガス予熱器

伝熱管
－*2 B 1.8Ci BAS

⼀次
応⼒ 38 38 139

*1︓設計・建設規格 付録材料図表 Part5表6、表8および表9より求まる値
*2︓⽇本機械学会「発電⽤原⼦⼒設備規格 設計・建設規格（2005年版（2007年追補版を含む））＜第Ⅰ篇 軽⽔炉規格＞ JSME

S NC1-2005/2007」にて定められる区分としては基準外であるが、耐震評価上クラス3として扱った
*3︓耐震重要度とは別に常設重⼤事故等対処設備の区分に応じた耐震設計が求められていることを⽰す



78４．代表の耐震安全性評価－摩耗、腐⾷（流れ加速型腐⾷）

（1）耐震安全性評価（7/15）
⑤摩耗、⑥腐⾷（流れ加速型腐⾷）（3/4）
（c）熱交換器（管⽀持板）の腐⾷（流れ加速型腐⾷）

排ガス予熱器の管⽀持板の腐⾷（流れ加速型腐⾷）による管⽀持板1箇所の伝熱管
⽀持機能喪失を想定した伝熱管の耐震安全性評価において、地震時の発⽣応⼒が許容
応⼒を下回ることを確認した。

評価対象 区分 耐震
重要度

評価
地震⼒

許容
応⼒
状態

応⼒
種別

発⽣応⼒ (MPa) 許容応⼒*1

(MPa)管板〜
管⽀持板

管⽀持板〜
管⽀持板

気体廃棄物処理系
排ガス予熱器

伝熱管
－*2 B 1.8Ci BAS

⼀次
応⼒ 19 19 139

*1︓設計・建設規格 付録材料図表 Part5表1または表8、表9より求まる値
*2︓⽇本機械学会「発電⽤原⼦⼒設備規格 設計・建設規格（2005年版（2007年追補版を含む））＜第Ⅰ篇 軽⽔炉規格＞ JSME 

S NC1-2005/2007」にて定められる区分としては基準外であるが、耐震評価上クラス3として扱った



79４．代表の耐震安全性評価－摩耗、腐⾷（流れ加速型腐⾷）

（1）耐震安全性評価（8/15）
⑤摩耗、⑥腐⾷（流れ加速型腐⾷）（4/4）
（d）熱交換器の胴の腐⾷（流れ加速型腐⾷）

原⼦炉浄化系再⽣熱交換器および排ガス予熱器の胴の腐⾷（流れ加速型腐⾷）に
よる胴の60年分の腐⾷量を想定した耐震安全性評価において、地震時の発⽣応⼒が許
容応⼒を下回ることを確認した。

評価対象 区分 耐震
重要度

評価
地震⼒

許容
応⼒
状態

応⼒種別 発⽣応⼒
(MPa)

許容応⼒*1

(MPa)

原⼦炉浄化系
再⽣熱交換器

胴
ｸﾗｽ3 B 1.8Ci BAS

⼀次
⼀般膜応⼒ 126 198

⼀次応⼒ 183 198

気体廃棄物処理系
排ｶﾞｽ予熱器

胴
－*2 B 1.8Ci BAS

⼀次
⼀般膜応⼒ 34 198

⼀次応⼒ 63 198

*1︓設計・建設規格 付録材料図表 Part5表1または表8、表9より求まる値
*2︓⽇本機械学会「発電⽤原⼦⼒設備規格 設計・建設規格（2005年版（2007年追補版を含む））＜第Ⅰ篇 軽⽔炉規格＞ JSME

S NC1-2005/2007」にて定められる区分としては基準外であるが、耐震評価上クラス3として扱った



80４．代表の耐震安全性評価－腐⾷（全⾯腐⾷）

（1）耐震安全性評価（9/15）
⑦腐⾷（全⾯腐⾷）（1/2）
（a）機器付基礎ボルトの腐⾷（全⾯腐⾷）

残留熱除去系熱交換器の機器付基礎ボルトについて、基礎ボルトの腐⾷量調査結果
から運転開始後60年時点で全周に0.3mmの腐⾷による減⾁を想定した耐震安全性評
価を⾏い、地震時の発⽣応⼒が許容応⼒を下回ることを確認した。

評価対象 耐震
重要度

周囲環境温度
（℃）

地震の
種類

応⼒
分類

算出応⼒
（MPa）

許容応⼒*1

（MPa）

残留熱除去系
熱交換器
機器付基礎ボルト

S、重*2

DB条件︓ 66

Sdまたは
静的震度

引張 232 455

せん断 発⽣せず 350

Ss
引張 436 455

せん断 発⽣せず 350

SA条件︓140 Ss
引張 436 444

せん断 発⽣せず 341
*1︓設計・建設規格 付録材料図表 Part5表1または表8、表9より求まる値
*2︓耐震重要度とは別に常設重⼤事故等対処設備の区分に応じた耐震設計が求められていることを⽰す



81４．代表の耐震安全性評価－腐⾷（全⾯腐⾷）

（1）耐震安全性評価（10/15）
⑦腐⾷（全⾯腐⾷）（2/2）
（b）後打ちアンカの腐⾷（全⾯腐⾷）

後打ちアンカについては、メーカの後打ちアンカ使⽤基準に基づき設計許容荷重を定めて
おり、この値以上の荷重がボルトに作⽤しないよう施⼯している。

後打ちアンカの腐⾷を考慮した耐震安全性評価にあたっては、機器付基礎ボルトの腐⾷
を考慮した耐震安全性評価と同様、コンクリート直上部の全周に運転開始後60年時点で
の腐⾷量（0.3 mm）を仮定し、保守的に設計許容荷重が作⽤した場合の応⼒を評価
した結果、地震時の発⽣応⼒が許容応⼒を下回ることを確認した。

後打ちアンカ概要図

【後打ちケミカルアンカ】 【メカニカルアンカボルト】



82４．代表の耐震安全性評価－動的機能維持評価

（1）耐震安全性評価（11/15）
⑧動的機能維持に係る耐震安全性評価（1/3）
（a）対象機器の整理

動的機能維持評価の対象は、“地震時または地震後に動的機能維持が要求される機
器の振動特性に有意な影響を及ぼす経年劣化事象”が想定される機器である。また、動的
機能の維持が要求される機器については、⼯事計画認可で対象機器を整理している。

したがって、耐震安全性評価で抽出した振動応答特性上または構造強度上、「軽微もし
くは無視」できない事象（弁の場合は接続される配管の経年劣化を含む）のうち、⼯事計
画認可で動的機能維持が要求される機器を動的機能維持の評価対象機器とする。

経年劣化を考慮した動的機能維持評価を実施

振動応答特性上または構造・強度上「軽
微もしくは無視」できない事象*1

⼯事計画認可において動的機能
維持評価対象としているか

振動応答特性に影響を及ぼす
経年劣化事象であるか

評価対象外

YES

YES*3

NO

NO*2

*1︓現在発⽣しているか、または将来にわたって起こること
が否定できない事象のうち、振動応答特性上または
構造・強度上「軽微もしくは無視」できない事象（◎
事象）

*2︓低サイクル疲労、基礎ボルトの全⾯腐⾷について発⽣
値が許容値（疲れ累積係数または許容応⼒）を下
回ることを確認しているため振動応答特性に影響を
与える経年劣化事象ではない

*3︓弁の接続配管に流れ加速型腐⾷が⽣じた場合は、
配管の振動応答特性の変化が弁の応答加速度に
影響すると考えられるため、弁については動的機能維
持評価対象として整理する



83４．代表の耐震安全性評価－動的機能維持評価

（1）耐震安全性評価（12/15）
⑧動的機能維持に係る耐震安全性評価（2/3）
（b）整理結果
配管、弁

想定される経年劣化事象として低サイクル疲労割れおよび腐⾷（流れ加速型腐⾷）があ
る。

低サイクル疲労割れについては、運転開始後60年時点での推定過渡回数を考慮して算
出した疲れ累積係数に基準地震動Ssまたは弾性設計⽤地震動Sdを考慮した疲れ累積係
数が1を下回り、疲労割れが発⽣しないことから振動応答特性への影響はなく、地震時の動
的機能は維持されると判断した。

配管の流れ加速型腐⾷による振動応答特性への影響を考慮した場合、地震時の応答加
速度に影響を及ぼす可能性があるため、減⾁を考慮した耐震評価対象範囲に設置される
動的機能維持対象弁（蒸気内側隔離弁）について評価を⾏った。評価を⾏った結果、以
下に⽰すとおり機能維持評価⽤加速度が機能確認済加速度以下であることを確認した。

経年劣化事象 地震⼒
蒸気内側隔離弁

機能維持評価⽤加速度
（×9.8 m/s2）

機能確認済加速度
（×9.8 m/s2）

流れ加速型腐⾷ Ss ⽔平 3.2* 6.0
鉛直 3.8* 6.0

*︓減⾁考慮前後で機能維持評価⽤加速度の値に差異なし



84４．代表の耐震安全性評価－動的機能維持評価

（1）耐震安全性評価（13/15）
⑧動的機能維持に係る耐震安全性評価（3/3）
（b）整理結果
ポンプ、熱交換器、容器、炉内構造物、機械設備

熱交換器、容器および炉内構造物については、経年劣化事象が想定されるが、動的機
能維持要求のない機器であり評価は不要と判断した。

ポンプおよび機械設備については、耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象に対す
る耐震安全性評価の実施により、各部位の経年劣化事象は、機器の振動応答特性への
影響が「軽微もしくは無視」できる事象であることを確認したことから、経年劣化事象を考慮
しても、地震時に動的機能の維持が要求される機器等における地震時の応答加速度は各
機器の機能確認済加速度を上回るものではないと考えられ、地震時の動的機能について維
持されると判断した。



85４．代表の耐震安全性評価－制御棒挿⼊性評価

（1）耐震安全性評価（14/15）
⑨制御棒挿⼊性評価

制御棒挿⼊性に影響を与える可能性のある経年劣化事象の抽出および制御棒挿⼊性
への影響評価を⾏った結果、制御棒挿⼊性に影響を与える経年劣化事象はなく、基準地
震動Ssにおける燃料集合体の相対変位が、機能確認済相対変位以内であることを確認し
た。

制御棒挿⼊性に係る耐震安全性評価結果
燃料集合体相対変位 機能確認済相対変位

35.0mm 約40mm



86４．代表の耐震安全性評価－浸⽔防護施設の評価

（1）耐震安全性評価（15/15）
⑩浸⽔防護施設の耐震安全性評価

浸⽔防護施設については、耐震安全上考慮すべき経年劣化事象として機器付基礎ボル
トおよび後打ちケミカルアンカの腐⾷（全⾯腐⾷）が抽出されているが、腐⾷による減⾁を
考慮した場合においても耐震安全性評価上問題ないことを確認した。

なお、技術評価における浸⽔防護施設の抽出において、他の機器と同様のプロセスで抽
出し評価を実施している。



87４．代表の耐震安全性評価－現状保全、総合評価

（2）現状保全
耐震安全性評価対象機器の現状保全については、技術評価のとおりである。

（3）総合評価
・運転開始後60年間の供⽤を想定した各⾼経年化技術評価対象機器の耐震安全性評
価については、経年劣化事象を考慮した場合においても、審査ガイド等記載事項を満⾜し
、耐震安全性に問題ないことを確認した。

・耐震安全性評価対象機器の現状保全については、耐震安全上考慮する必要のある経年
劣化事象を考慮した耐震安全性評価を⾏い、耐震安全性評価に問題がないことを確認し
ており、各設備の現状保全は適切であると評価しているが、⾁厚測定による実測データに基
づき耐震安全性評価を実施した炭素鋼配管の腐⾷（流れ加速型腐⾷）については、今
後の実測データを反映した耐震安全性評価を実施する。また、設備対策を⾏った場合は、
その内容も反映した耐震安全性評価を実施する。



88５．まとめ
（1）審査ガイド等記載事項に対する確認結果（1/4）

「2．基本⽅針」で⽰した審査ガイド等記載事項について耐震安全性評価を⾏った結果、
全ての記載事項を満⾜していることを確認した。

ガイド 記載事項 耐震安全性評価

実 ⽤ 発 電 ⽤
原 ⼦ 炉 施 設
における⾼経
年 化 対 策 審
査ガイド

（1）⾼経年化技術評価の審査
⑥動的機器（部位）の抽出

動的機器（部位）を評価対象外としている場合、発電
⽤原⼦炉設置者の施設管理活動において、材料等の経
年劣化の影響から⽣じる性能低下の状況が的確に把握
され、⾼経年化技術評価の開始時期以降もこれらが適
切に⾏われることを保証しているかを、施設管理要領等の
⽂書及び施設管理実績等により審査する。

3．（1）②に⽰すとおり、耐震安全性
評価を実施する機器として、動的機器
（部位）を含めて評価対象としている。

⑱-1 耐震安全性評価の対象となる経年劣化事象の抽出
経年劣化の進展評価結果に基づき、耐震安全性評価の
対象となる経年劣化事象を抽出していることを審査する。

⑲-1 耐震安全上着⽬すべき経年劣化事象の抽出
耐震安全上着⽬すべき経年劣化事象を抽出していること
を審査する。

3．（1）①、②に⽰すとおり、耐震安全
上考慮する必要のある経年劣化事象の
抽出ﾌﾛｰにより、耐震安全上考慮する必
要のある経年劣化事象を抽出している。

⑳-1 耐震安全性の評価
実施ｶﾞｲﾄﾞ3．1⑤に規定する期間の満了⽇までの期間
について、経年劣化事象の発⽣⼜は進展に伴う機器・構
造物の耐震安全性を評価しているかを審査する。

4．（1）に⽰すとおり、運転開始後60
年時点までの経年劣化を考慮した状態に
おける耐震安全性評価を実施している。



89５．まとめ
（1）審査ガイド等記載事項に対する確認結果（2/4）

ガイド 記載事項 耐震安全性評価

実 ⽤ 発 電 ⽤
原⼦炉施設に
おける⾼経年
化対策審査ガ
イド
（続き）

㉑-1 耐震安全上の現状保全の評価
耐震安全性に対する現状の保全策の妥当性を評
価しているかを審査する。

4．（2）、（3）に⽰すとおり、想定される経
年劣化事象を考慮した耐震安全性評価を実
施し、審査ガイドの記載事項を満⾜しているこ
とから、耐震安全性に対する現状の保全策は
妥当であると評価している。

㉒-1 耐震安全上の追加保全策の策定
想定した経年劣化事象に対し、耐震安全性が確
保されない場合に、現状保全に追加する必要のある
新たな保全策を適切に策定しているかを審査する。

4．（3）に⽰すとおり、耐震安全性評価にお
いて審査ガイドの記載事項を満⾜しているもの
の、⾁厚測定による実測データに基づき耐震安
全性評価を実施した炭素鋼配管の腐⾷（流
れ加速型腐⾷）については、今後の実測デー
タを反映した耐震安全性評価を実施すること、
および設備対策を⾏った場合は、その内容も反
映した耐震安全性評価を実施することを、⻑
期施設管理⽅針として策定する。

（2）⻑期施設管理⽅針の審査
①⻑期施設管理⽅針の策定

すべての追加保全策について⻑期施設管理⽅針と
して策定されているかを審査する。



90５．まとめ
（1）審査ガイド等記載事項に対する確認結果（3/4）

ガイド 記載事項 耐震安全性評価

実 ⽤ 発 電 ⽤
原⼦炉施設に
おける⾼経年
化対策実施ガ
イド

3.1 ⾼経年化技術評価の実施及び⾒直し
⑥耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象につ

いては、経年劣化を加味した機器・構造物の耐震
安全性評価を⾏い、必要に応じ追加保全策を抽出
すること。

4．（1）〜（3）に⽰すとおり、耐震安全上
考慮する必要のある経年劣化事象については、
経年劣化を加味した機器・構造物の耐震安全
性評価を⾏い、ガイドの記載事項を満⾜して耐
震安全上問題のないことを確認している。また、
⾁厚測定による実測データに基づき耐震安全
性評価を実施した炭素鋼配管の腐⾷（流れ
加速型腐⾷）については、今後の実測データを
反映した耐震安全性評価を実施すること、およ
び設備対策を⾏った場合は、その内容も反映し
た耐震安全性評価を実施することを、⻑期施設
管理⽅針として策定する。

実⽤炉規則第82条第1項から第3項までの規定に
よる⾼経年化技術評価に係る耐震安全性評価は、
規制基準（当該評価を⾏う時点後の直近の運転
開始以後30年、40年⼜は50年を経過する⽇にお
いて適⽤されているものに限る。）の要求を満たすこ
とが確認された確定した基準地震動及び弾性設計
⽤地震動を⽤いた評価を⾏うこと。当該⾼経年化
技術評価後に、当該評価に⽤いた基準地震動及
び弾性設計⽤地震動が⾒直された場合には、⾼経
年化技術評価を速やかに⾒直すこと。
⑥を⾏うに当たっては、PLM基準2008版の6.3.4
耐震安全性評価を⽤いることができる。

3．（3）に⽰すとおり、設置変更許可にて規
制基準の要求を満⾜することが確認された基準
地震動Ssおよび弾性設計⽤地震動Sdを⽤い
て評価を実施している。
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ガイド 記載事項 耐震安全性評価

実 ⽤ 発 電 ⽤
原⼦炉施設に
おける⾼経年
化対策実施ガ
イド
（続き）

3.2 ⻑期施設管理⽅針の策定及び変更
⻑期施設管理⽅針の策定及び変更に当たっては、以

下の要求事項を満たすこと。
①⾼経年化技術評価の結果抽出された全ての追加保

全策（発電⽤原⼦炉の運転を断続的に⾏うことを前
提として抽出されたもの及び冷温停⽌状態が維持され
ることを前提として抽出されたものの全て。）について、
発電⽤原⼦炉ごとに、施設管理の項⽬及び当該項⽬
ごとの実施時期を規定した⻑期施設管理⽅針を策定
すること。
なお、⾼経年化技術評価の結果抽出された追加保全
策について、発電⽤原⼦炉の運転を断続的に⾏うこと
を前提とした評価から抽出されたものと冷温停⽌状態が
維持されることを前提とした評価から抽出されたものの間
で、その対象の経年劣化事象及び機器・構造物の部
位が重複するものについては、双⽅の追加保全策を踏
まえた保守的な⻑期施設管理⽅針を策定すること。

4．（3）に⽰すとおり、⾁厚測定による実
測データに基づき耐震安全性評価を実施し
た炭素鋼配管の腐⾷（流れ加速型腐⾷）
については、今後の実測データを反映した耐
震安全性評価を実施すること、および設備
対策を⾏った場合は、その内容も反映した耐
震安全性評価を実施することを、⻑期施設
管理⽅針として策定する。

（1）審査ガイド等記載事項に対する確認結果（4/4）



92

（2）施設管理に関する⽅針として策定する事項
⾁厚測定による実測データに基づき耐震安全性評価を実施した炭素鋼配管の腐⾷（流れ

加速型腐⾷）については、今後の実測データを反映した耐震安全性評価を実施すること、お
よび設備対策を⾏った場合は、その内容も反映した耐震安全性評価を実施する必要があるこ
とから、⻑期施設管理⽅針として「島根原⼦⼒発電所原⼦炉施設保安規定」に定め、確実
に実施していく。

耐震安全性評価の⻑期施設管理⽅針
機器名称 施設管理に関する⽅針 実施時期

配管（炭素鋼配管）

⾁厚測定による実測データに基づき耐震安全性評価を実施
した炭素鋼配管の腐⾷（流れ加速型腐⾷）については、今
後の実測データを反映した耐震安全性評価を実施する。
また、設備対策を⾏った場合は、その内容も反映した耐震安
全性評価を実施する。

中⻑期※

※︓策定後、運転開始後40年時点まで

５．まとめ
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94１．説明内容の概要

本資料では、「実⽤発電⽤原⼦炉の設置、運転等に関する規則」第82条第1項
の規定に基づき実施した⾼経年化技術評価のうち、耐津波安全性評価の評価
結果を説明するものである。



95２．基本⽅針
評価対象機器について発⽣し得る経年劣化事象に対して実施した「技術評価」に耐津波
安全性を考慮した技術的評価を実施して、運転開始後60年時点までの期間において「実
⽤発電⽤原⼦炉施設における⾼経年化対策審査ガイド」および「実⽤発電⽤原⼦炉施設
における対策実施ガイド」の記載事項（以下、「審査ガイド等記載事項」という。）を満⾜
することを確認する。



96３．評価対象と評価⼿法（１／２）

「基準津波及び耐津波設計⽅針に係る審査ガイド」（原⼦⼒規制委員会、平成25年6⽉19⽇）において津波防護施設、
浸⽔防⽌設備、津波監視設備等が耐津波設計対象とされていることから、これらのうち島根２号炉に設置している津波防護
施設、浸⽔防⽌設備、津波監視設備および漂流防⽌装置（以下「浸⽔防護施設」という）を評価対象とし、そのうち、津波
による浸⽔⾼、または波⼒等による影響を受けると考えられるものを耐津波安全性評価の評価対象設備とする。

（１）評価対象



97３．評価対象と評価⼿法（２／２）

津波を受ける浸⽔防護施設に対し、耐津波安全性に影響を及ぼす可能性がある経年劣化事象を抽出
し、経年劣化を考慮した耐津波安全性評価を実施する。評価フローおよび評価に使⽤する⼊⼒津波⾼さは
以下のとおりである。

評価開始

耐津波安全上考慮する必要のある経年劣化事象として抽出

Yes

No

Yes

技術評価の結果現在発⽣しているか、また
は将来にわたって起こることが否定できない

事象か

構造・強度上および⽌⽔性上「軽微もしく
は無視」できない事象か

耐
津
波
安
全
性
評
価
भ
対
象
外

No

耐津波安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出フロー

⼊⼒津波⾼さ
最⼤⽔位変動量

上昇側(m) 下降側(m)
施設護岸または防波壁︓

EL.+11.9
2号炉取⽔槽︓

EL.+10.6
2号炉取⽔槽︓

EL.-6.5

（２）評価⼿法



98４．耐津波安全性評価（１／７）

評価対象設備は以下のとおりである。

※１ 浸⽔防護施設の⽌⽔材料は消耗品であることから、⾼経年化技術評価対象外とする。
※２ 取⽔槽除じん機エリア防⽔壁、復⽔器エリア防⽔壁
※３ 取⽔槽除じん機エリア⽔密扉、復⽔器エリア⽔密扉
※４ 津波の影響を受けない位置に設置するため、耐津波安全性評価対象外とする。

浸⽔防護施設※１ 浸⽔防護施設の区分 評価対象／
対象外の区分

ポンプ ターボポンプ 循環⽔ポンプ 浸⽔防⽌設備 対象
タービン補機海⽔ポンプ 浸⽔防⽌設備 対象

配管 炭素鋼配管

循環⽔系配管 浸⽔防⽌設備 対象
タービン補機海⽔系配管 浸⽔防⽌設備 対象
原⼦炉補機海⽔系配管 浸⽔防⽌設備 対象
⾼圧炉⼼スプレイ補機海⽔系配管 浸⽔防⽌設備 対象
液体廃棄物処理系配管 浸⽔防⽌設備 対象

弁 逆⽌弁
タービン補機海⽔系浸⽔防⽌逆⽌弁 浸⽔防⽌設備 対象
廃液放出管浸⽔防⽌逆⽌弁 浸⽔防⽌設備 対象
津波防⽌設備系逆⽌弁 浸⽔防⽌設備 対象

バタフライ弁 タービン補機海⽔ポンプ出⼝弁 浸⽔防⽌設備 対象

コンクリート構造物お
よび鉄⾻構造物

コンクリート構造物 防波壁 津波防護施設 対象

鉄⾻構造物

防波壁通路防波扉 津波防護施設 対象
屋外排⽔路逆⽌弁 浸⽔防⽌設備 対象
1号機取⽔槽流路縮⼩⼯ 津波防護施設 対象
防⽔壁※２ 浸⽔防⽌設備 対象
⽔密扉※３ 浸⽔防⽌設備 対象
漂流防⽌装置（係船柱） 漂流防⽌装置 対象

計測制御設備
操作制御盤

取⽔槽⽔位制御盤 津波監視設備 対象外※４

燃料プール・津波監視カメラ制御盤 津波監視設備 対象外※４

タービン補機海⽔系隔離システム制御盤 浸⽔防⽌設備 対象外※４

計測装置
取⽔槽⽔位計測装置 津波監視設備 対象
津波監視カメラ 津波監視設備 対象外※４

タービン補機海⽔系隔離システム漏えい検知器 浸⽔防⽌設備 対象外※４

（１）耐津波安全性評価
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浸⽔防護施設に想定される⾼経年化対策上着⽬すべき経年劣化事象は以下のとおりである。

浸⽔防護施設
想定される経年劣化事象

中性化による強度低下 塩分浸透による強度低下

コンクリート構造物 津波防護施設 防波壁 ×※１ ×※２

○︓評価対象（現在発⽣しているか、または将来にわたって起こることが否定できない事象）
×︓評価対象から除外（現在発⽣しておらず今後発⽣の可能性がない、または⼩さい事象）

※１ 運転開始60年時点で想定される中性化深さは、鉄筋が腐⾷し始めるときの中性化深さと⽐較して⼗分⼩さい。
※２ 運転開始60年時点で想定される鉄筋腐⾷減量は、かぶりコンクリートにひび割れが⽣じるとされる鉄筋腐⾷

減量と⽐較して⼗分⼩さい。

４．耐津波安全性評価（２／７）
（１）耐津波安全性評価
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浸⽔防護施設に想定される⾼経年化対策上着⽬すべき経年劣化事象のうち、耐津波安全上考慮
すべき経年劣化事象は以下のとおりである。

浸⽔防護施設
想定される経年劣化事象

中性化による強度低下 塩分浸透による強度低下

コンクリート構造物 津波防護施設 防波壁 － －

◎︓耐津波安全上考慮する必要のある経年劣化事象
－︓評価対象から除外（現在発⽣しておらず今後発⽣の可能性がない、または⼩さい事象）

４．耐津波安全性評価（３／７）
（１）耐津波安全性評価
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浸⽔防護施設に想定される⾼経年化対策上着⽬すべき経年劣化事象ではない事象のうち、耐津波安全上考慮すべき経
年劣化事象は以下のとおりである。

◎︓耐津波安全上考慮する必要のある経年劣化事象
■︓評価対象から除外（現在発⽣しているか、または将来にわたって起こることが否定できないが、機器・構造物の構造・強度上および⽌⽔性上「軽微もしくは無視」できるもの）
－︓評価対象から除外（経年劣化事象が想定されない）

浸⽔防護施設 経年劣化事象 事象
区分 判断理由

ポンプ 循環⽔ポンプ、タービ
ン補機海⽔ポンプ

主軸の摩耗 ■
定期的に⽬視確認および⼨法測定を⾏い、健全性を確認しており、これまで有意な摩耗は
認められていない。 また、仮に軸受と主軸の接触⾯で摩耗が発⽣しても、バウンダリ機能の維
持に影響を及ぼすものではないことから、耐津波安全性に影響を与えるものではない。

主軸、⽻根⾞、ケー
シング、取付ボルト
等の接液部の腐⾷
(全⾯腐⾷、孔⾷、
隙間腐⾷)

■

定期的に⽬視確認を⾏い、健全性を確認しており、必要に応じて補修および取替を⾏ってい
る。
また、仮に腐⾷(全⾯腐⾷、孔⾷、隙間腐⾷)が発⽣しても、今後の現状保全によって管理さ
れる程度の範囲の進⾏では、断⾯減少による応⼒増加への影響は軽微であることから、耐津
波安全性に影響を与えるものではない。

⽻根⾞、ケーシングリ
ングの摩耗

■
定期的に⽬視確認および⼨法測定を⾏い、必要に応じケーシングリングの取替を⾏ってい
る。 また、仮にケーシングリング、⽻根⾞の摩耗が発⽣しても、バウンダリ機能の維持に影響を
及ぼすものではないことから、耐津波安全性に影響を与えるものではない。

軸継⼿の腐⾷(全⾯
腐⾷) ■

定期的に⽬視確認を⾏い、健全性を確認しており、これまで有意な腐⾷は認められていない。
また、仮に軸接⼿の腐⾷が発⽣しても、バウンダリ機能の維持に影響を及ぼすものではないこと
から、耐津波安全性に影響を与えるものではない。

配管

循環⽔系配管、ター
ビン補機海⽔系配管、
原⼦炉補機海⽔系
配管、⾼圧炉⼼スプ
レイ補機海⽔系配管

フランジボルト・ナッ
トの腐⾷ ■

定期的に⽬視確認により健全性を確認しており、これまで有意な腐⾷は確認されていな
い。 また、仮にフランジボルト・ナットの腐⾷が発⽣しても、今後の現状保全によって管理される
程度の範囲の進⾏では、断⾯減少による応⼒増加への影響は軽微であることから、耐津波
安全性に影響を与えるものではない。

液体廃棄物処理系
配管

純⽔系配管の腐⾷
(全⾯腐⾷) ■

運転開始後60年時点の推定腐⾷量は設計上の腐⾷代を下回ることを確認した。また機器
の点検時における取合い部近傍の⽬視確認においてもこれまで有意な腐⾷は認められていな
い。 また、仮に配管の腐⾷が発⽣しても、バウンダリ機能の維持に影響を及ぼすものではない
ことから、耐津波安全性に影響を与えるものではない。

４．耐津波安全性評価（４／７）
（１）耐津波安全性評価
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浸⽔防護施設 経年劣化事象 事象
区分 判断理由

弁
タービン補機海⽔系
浸⽔防⽌逆⽌弁
(逆⽌弁)

弁体、弁棒連結部の
摩耗 ■

定期的に⽬視確認を⾏い、健全性を確認することとしている。 また、仮に弁体と弁棒の摩耗
が発⽣しても、今後の現状保全によって管理される程度の範囲の進⾏では、バウンダリ機能の
維持に影響を及ぼすものではないことから、耐津波安全性に影響を与えるものではない。

ジョイントボルト・ナット
の腐⾷(全⾯腐⾷) ■

定期的に⽬視確認を⾏い、健全性を確認することとしている。 また、仮にジョイントボルト・ナッ
トの腐⾷が発⽣しても、今後の現状保全によって管理される程度の範囲の進⾏では、断⾯減
少による応⼒増加への影響は軽微であることから、耐津波安全性に影響を与えるものではな
い。

弁

廃液放出管浸⽔防
⽌逆⽌弁(逆⽌弁)

アーム、弁体、弁棒
連結部の摩耗 ■

定期的に⽬視確認を⾏い、健全性を確認することとしている。また、仮にアームと弁棒の摩耗
が発⽣しても、今後の現状保全によって管理される程度の範囲の進⾏では、バウンダリ機能の
維持に影響を及ぼすものではないことから、耐津波安全性に影響を与えるものではない。

ジョイントボルト・ナット
の腐⾷(全⾯腐⾷) ■

定期的に⽬視確認を⾏い、健全性を確認することとしている。 また、仮にジョイントボルト・ナッ
トの腐⾷が発⽣しても、今後の現状保全によって管理される程度の範囲の進⾏では、断⾯減
少による応⼒増加への影響は軽微であることから、耐津波安全性に影響を与えるものではな
い。

弁座の樹脂の劣化 ■
定期的に⽬視確認を⾏い、健全性を確認することとしている。 また、仮に樹脂の劣化が発⽣
しても、今後の現状保全によって管理される程度の範囲の進⾏では、バウンダリ機能の維持に
影響を及ぼすものではないことから、耐津波安全性に影響を与えるものではない。

タービン補機海⽔ポ
ンプ出⼝弁(バタフラ
イ弁)

弁体の腐⾷(孔⾷・
隙間腐⾷) ■

定期的に⽬視確認を⾏い、必要に応じ補修または取替を⾏うこととしており、これまで有意な
腐⾷(孔⾷・隙間腐⾷)は認められていない。また、仮に腐⾷が発⽣しても、今後の現状保全
によって管理される程度の範囲の進⾏では、断⾯減少による応⼒増加への影響は軽微である
ことから、耐津波安全性に影響を与えるものではない。

４．耐津波安全性評価（５／７）

◎︓耐津波安全上考慮する必要のある経年劣化事象
■︓評価対象から除外（現在発⽣しているか、または将来にわたって起こることが否定できないが、機器・構造物の構造・強度上および⽌⽔性上「軽微もしくは無視」できるもの）
－︓評価対象から除外（経年劣化事象が想定されない）

（１）耐津波安全性評価
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浸⽔防護施設 経年劣化事象 事象
区分 判断理由

鉄⾻構
造物

防波壁通路防波扉、屋
外排⽔路逆⽌弁、1号
機取⽔槽流路縮⼩⼯、
防⽔壁、⽔密扉、漂流
防⽌装置（係船柱）

鉄⾻の腐⾷によ
る強度低下 ■

鉄⾻構造物については、定期的に⽬視点検を⾏い、鋼材の腐⾷に影響する塗膜の劣化等が
認められた場合には、補修塗装を施すことによって健全性を確保している。 また、仮に腐⾷が
発⽣しても、今後の現状保全によって管理される程度の範囲の進⾏では、断⾯減少による応
⼒増加への影響は軽微であることから、耐津波安全性に影響を与えるものではない。

計測装
置 取⽔槽⽔位計測装置

基礎ボルトの腐
⾷（全⾯腐⾷） ◎

床⾯基礎ボルトは炭素鋼であり、塗装が施されていない基礎ボルトのコンクリート直上部につい
ては、⼤気環境下であるため腐⾷が発⽣する可能性は否定できないことから、耐津波安全上
考慮する必要のある経年劣化事象として抽出する。

⽔位検出器、検
出 器 ガ イ ド 、 サ
ポート、ベースプ
レート、取付ボル
トおよび基礎ボル
トの腐⾷（孔⾷、
隙間腐⾷）

－
⽔位検出器、検出器ガイド、サポート、ベースプレート、取付ボルトおよび基礎ボルトはステンレ
ス鋼であり、接液部に腐⾷（孔⾷、隙間腐⾷）が想定されるが、塗装等により腐⾷を防⽌し
ており、腐⾷が発⽣する可能性は⼩さい。

◎︓耐津波安全上考慮する必要のある経年劣化事象
■︓評価対象から除外（現在発⽣しているか、または将来にわたって起こることが否定できないが、機器・構造物の構造・強度上および⽌⽔性上「軽微もしくは無視」できるもの）
－︓評価対象から除外（経年劣化事象が想定されない）

（１）耐津波安全性評価
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基礎ボルトの腐⾷を考慮して津波時の発⽣応⼒を算出し評価した結果、津波時の発⽣応⼒は許容
応⼒以下であり、耐津波安全性評価上問題ないことを確認した。

４．耐津波安全性評価（７／７）

浸⽔防護施設においては、「技術評価」にて検討された保全対策に、耐津波安全性の観点から追加す
べき項⽬はない。

〇基礎ボルトの腐⾷（全⾯腐⾷）に対する耐津波安全性評価

「４（１）耐津波安全性評価」にて抽出された耐津波安全上考慮する必要のある経年劣化事象に
対して、耐津波安全性評価を実施した。

評価条件 応⼒ 発⽣応⼒
(MPa)

許容応⼒
(MPa)

津波時
（基準津波による津波等を考慮）

引張応⼒ 13 180

せん断応⼒ 3 139

（２）経年劣化事象を考慮した耐津波安全性評価

（３）保全対策に反映すべき項⽬の抽出
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「２．基本⽅針」で⽰した審査ガイド等記載事項について耐津波安全性評価を⾏った結果、すべての記載
事項を満⾜していることを確認した。

ガイド 記載事項 耐津波安全性評価結果

実⽤発電⽤原
⼦炉施設におけ
る⾼経年化対
策審査ガイド

3. ⾼経年化技術評価等の審査の視点・着眼点
(1)⾼経年化技術評価の審査
⑱-2 耐津波安全性評価の対象となる経年劣化事象の抽出
経年劣化の進展評価結果に基づき、耐津波安全性評価の対象となる、

浸⽔防護施設に属する機器および構造物（以下「浸⽔防護施設に属す
る機器等」という。）に係る経年劣化事象を抽出していることを審査する。

4.(1)に⽰すとおり、耐津波安全性評価の対
象となる浸⽔防護施設を抽出するとともに、想
定される経年劣化事象を抽出している。

⑲-2 耐津波安全上着⽬すべき経年劣化事象の抽出
耐津波安全上着⽬すべき経年劣化事象を抽出していることを審査する。

4.(1)に⽰すとおり、耐津波安全上考慮する
必要のある経年劣化事象の抽出フローにより、
耐津波安全上考慮する必要のある経年劣化
事象を抽出している。

⑳-2 耐津波安全性の評価
実施ガイド3.1⑤に規定する期間の満了⽇までの期間について、経年劣

化事象の発⽣⼜は進展に伴う浸⽔防護施設に属する機器等の耐津波
安全性を評価しているかを審査する。

4.(2)に⽰すとおり、考慮すべき経年劣化事
象に対し津波時に発⽣する応⼒を評価し、耐
津波安全性評価を実施している。

㉑-2 耐津波安全上の現状保全の評価
耐津波安全性に対する現状の保全策の妥当性を評価しているかを審査

する。

4.(2)、(3)に⽰すとおり、想定される経年劣
化事象を考慮した耐津波安全性評価を実施
し、審査ガイドの記載事項を満⾜していること
から、耐津波安全性に対する現状の保全策
は妥当であると評価している。

（１）審査ガイド等記載事項に対する確認結果
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ガイド 記載事項 耐津波安全性評価結果

実 ⽤ 発 電 ⽤ 原
⼦炉施設におけ
る⾼経年化対策
審査ガイド

㉒-2 耐津波安全上の追加保全策の策定
想定した経年劣化事象に対し、耐津波安全性が確保されない場合に、現状保全に追

加する必要のある新たな保全策を適切に策定しているかを審査する。
4.(3)に⽰すとおり、現状保全項
⽬に、耐津波安全性の観点から
追加するべきものはなく、施設管
理に関する⽅針として策定する
事項はなかった。(2)⻑期施設管理⽅針の審査

①⻑期施設管理⽅針の策定
すべての追加保全策について⻑期施設管理⽅針として策定されているかを審査する。

実 ⽤ 発 電 ⽤ 原
⼦炉施設におけ
る⾼経年化対策
実施ガイド

3.1 ⾼経年化技術評価の実施および⾒直し
⑦耐津波安全上考慮する必要のある経年劣化事象については、経年劣化を加味した

機器・構造物の耐津波安全性評価を⾏い、必要に応じ追加保全策を抽出すること。 4.(3)に⽰すとおり、現状保全項
⽬に、耐津波安全性の観点から
追加するべきものはなく、施設管
理に関する⽅針として策定する
事項はなかった。3.2 ⻑期施設管理⽅針の策定および変更

⻑期施設管理⽅針の策定および変更に当たっては、以下の要求事項を満たすこと。
①⾼経年化技術評価の結果抽出された全ての追加保全策(発電⽤原⼦炉の運転を

断続的に⾏うことを前提として抽出されたものおよび冷温停⽌状態が維持されること
を前提として抽出されたものの全て。)について、発電⽤原⼦炉ごとに、保守管理の項
⽬および当該項⽬ごとの実施時期を規定した⻑期施設管理⽅針を策定すること。

（１）審査ガイド等記載事項に対する確認結果
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（２）⻑期施設管理⽅針として策定する事項
⻑期施設管理⽅針として策定する事項は抽出されなかった。



108【申し送り事項】 設備名称の適正化について

 ⾼経年化技術評価書（本⽇の審査会合資料含む）に記載している設備名称については、
2023年8⽉30⽇に⼯事計画認可を受けた設備名称と⼀部異なるものがあるため、今後の
補正にて⼯事計画認可の設備名称に統⼀する。

設備名称の変更例

No 現状 変更後
（⼯事計画認可の設備名称）

1 燃料プール冷却⽔ポンプ 燃料プール冷却ポンプ

2 トーラスアクセスハッチ サプレッションチェンバアクセスハッチ

3 燃料地下タンク ディーゼル燃料貯蔵タンク

4 格納容器フィルタベント系ラプチャーディスク 圧⼒開放板

5 取⽔槽⽔位計測装置 取⽔槽⽔位計




